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Abstract 

When a ground fault occurs in a distribution line, power transmission is stopped 
for reasons of public safety and equipment protection. In order to resume power 
transmission, it is necessary to eliminate the ground fault point. To do so, the 
ground fault point is first automatically narrowed down to a specific section by a 
timed investigator. After that, power company workers visit the scene and 
conduct a 30 to 45-minute ground fault survey. For this reason, development of a 
method for efficiently locating the ground point is desired. In order to shorten the 
search time, research is being undertaken to identify ground fault points by 
utilizing the ground fault waveform obtained from a sensor equipped-in switch 
installed in the distribution line. Studies on ground fault estimation using sensor 
built-in switches have been conducted, but the author will examine a method of 
locating distribution line ground faults using a simple measurement system, 
which enables a reduction in cost. 
The author investigates two methods to shorten the time needed to search for 

the ground fault point across a wide range of ground fault resistance values, by 
utilizing the resonance frequency method when the ground fault resistance value 
is low, and the common earthing conductor method when the ground fault 
resistance value is high. In the resonance frequency method, sensor equipped 
-in switchgears are installed at the rising edge of the distribution line and at the 
interconnection points between the distribution line causing the ground fault and 
the adjacent distribution lines. When a ground fault occurs, the ground fault 
current, including the high frequency component, flows to the ground fault point 
from these switches. This method enables one to estimate the branch point 
leading to the ground fault location from the resonance frequency of the switches. 
The common earthing conductor method interconnects common earthing 
conductors at the ends of two adjacent distribution lines and measures the zero 
crossing point times of the ground fault current flowing to the common earthing 
conductor of both the rising edge and the adjacent distribution line. The branch 
point leading to the ground fault point is estimated from the time difference of the 
zero-cross point of the ground fault current flowing at the rising edge of the 
common ground line between the two adjacent distribution lines. The theories 
underlying these methods are established and evaluated via simulations. 
The results confirmed that the resonance frequency method could estimate a 
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branch location leading to the ground fault point when the ground fault 
resistance value is 20 Ω or less. The common earthing conductor method could 
do so when the ground fault resistance value is 50 Ω or more.  
In this paper, we present an outline of the resonance frequency method and 

common ground line method, studied for the purpose of shortening the ground 
fault search time, and the evaluation results obtained via simulation. 
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第1章. 緒論 

1.1. 本研究の背景 

 高度情報化社会が進むにつれて，配電系統の運用効率や供給信頼度の向上が

これまで以上に求められている。このような背景から昭和 50年代に始まった配
電設備の拡充・改良のみならず，配電系統保守・運用の向上をめざし自動化の

推進による電力供給信頼度の一層の向上，保守業務の省略を図ることが重要と

なってきた。このため，国内では配電用変電所や現地に設置されている自動開

閉器・子局を遠隔で監視制御し，配電線事故時の早期送電の再開や配電系統運

用の業務効率化を行うことのできる配電自動化システムの導入が進められてき

た(1) 。至近では，配電線の電圧・電流情報を取得できるセンサ開閉器を導入す

ることにより，従来の自動開閉器では計測できなかった各相電圧・電流値並び

に力率などを計測し，分散型電源が大量に連系された配電線の適正電圧確保を

目的とした電圧制御への活用が期待されている。一部の電力会社では，これら

の計測データを活用し，配電用変電所内に設置している負荷時タップ切替変圧

器や配電線途中に設置している高圧自動電圧調整器の整定値を算出する手法の

検討・適用が行われている(2)。加えて，配電系統の運用効率を向上させるために，

配電線の電圧・電流情報を取得できるセンサ開閉器の活用が期待されている。

さらに，配電線に設置されたセンサ開閉器にて取得した配電線地絡時の地絡波

形を利用した地絡点推定手法や，センサ開閉器の投入開放操作により配電線の

供給エリアを調整することで配電系統の電力損失低減を目的とした検討(3)も行

われており，センサ開閉器の果たす役割は今後，ますます大きくなる。センサ

開閉器の性能も向上しており，配電線地絡時の電圧・電流波形が詳細に取得で

きるようになり，地絡点推定手法の新たな検討の道が開けてきた。 
センサ開閉器を用いて配電線の地絡点探査の時間短縮と作業効率向上が実現

すれば，電力供給の信頼度を高めることができる。配電線に地絡や短絡が発生

すると，公衆安全や機器保護の観点から地絡や短絡の原因を除去するまでは送

電ができない。電力の供給信頼度の指標として，「需要家１軒当たり年間停電時

間（SAIDI：System Averarge Interruption Duration Index）」と「需要家１軒当たり
の年間停電回数（SAIFI：System Average Interrpution Frequency Index）」がある(4) 。
SAIDIを海外と比較すると，日本は 16分であり海外諸国と比較して短い状況と
なっている。停電が発生した時の SAIDI を短縮するためには，配電線地絡時の
復旧を迅速に行うことが求められる。このためには，現在，電力会社の社員が

行っている配電線の地絡・短絡時の探査の一部をセンサ開閉器の情報を用いて

行うことにより，配電線の供給支障の原因となる短絡や地絡の原因個所を効率



2 
 

 

図 1-1 供給支障事故総数の年度推移(5) 
Fig. 1-1. Year transition in the total number of power supply problem(5). 

 
図 1-2  供給支障事故原因比率(5) 

Fig. 1-2. Cause the ratio of power supply problem(5). 

的に探索することが期待される。 
電気協同研究第 72巻第 3号「配電自動化技術の高度化」での調査結果による
と，図 1-1 に示す電力会社 10 社の配電線の供給支障事故総数は 2010 年度より
年間 10,000件を超えている。図 1-2より 2009年から 2013年度の期間において，
その原因は自然現象と他物接触が 60～70 %を占めている(5)。配電線に地絡が発

生した際の地絡点特定方法として，時限式事故捜査器により地絡点は特定の区

間に絞られるが(6)(7)，特定区間内の地絡点を発見するためには，電力会社の作業
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員が電柱上にて作業を行うため時間を要している。この課題を解決するために，

配電線地絡時の電圧・電流波形を取得できるセンサ開閉器を活用した地絡点推

定手法が検討されている。配電線の地絡点推定手法として，地絡サージ到達時

間差方式や共振周波数方式など，センサ開閉器を用いた地絡点推定手法の検討

が行われているが，コストや地絡点推定精度の観点から実現場に全面適用され

ていない状況である。 
 このような状況の中，社会的にも停電時間長期化は避けなければならず，セ

ンサ開閉器を用いたコストと推定精度を兼ね備えた地絡点推定手法の技術確立

が望まれている。 

1.1.1.  配電線における電力供給支障事故 

配電線事故による電力供給支障の主な原因は地絡と短絡がある。 
配電線地絡は，何らかの原因で高圧配電線路の 1 線と大地がつながる現象で
あり，地絡点から大地へ流れる電流を 1 線地絡電流という。地絡の現象として
は，この 1線地絡事故が最も多い。 
地絡事故が発生すると，図 1-3 に示すように電源電圧によって発生する電流
と，線路などの対地静電容量により発生する充電電流が事故点に流れ込み事故

電流が形成される (8)(9)。さらに変電所に設置されている接地計器用変成器

（GPT：Grounding Potential Transformer）に零相電流・零相電圧が誘起される。
また，図 1-4 に示すように，地絡相の相電圧がゼロとなるが，地絡時において
線間電圧は保たれるため，健全相の相電圧は線間電圧と等しくなり，地絡発生

前の√3倍となる。地絡事故は，主に変電所のリレーにより零相電圧・零相電流
から検出されている(9)。 
配電線の短絡は，高圧配電線の 2 相もしくは 3 相が何らかの原因で電気的に
つながり，短絡点に向かって大電流が流れる現象である。配電線において短絡

電流が発生すると，図 1-5 に示すように電源から事故点に対し短絡電流が流れ
る。短絡事故の検出を考える場合，短絡電流の大きさが重要となるが，2相短絡
と 3 相短絡では，以下の示すように短絡電流の大きさが異なる点に注意しなけ
ればならない。ここに，図 1-6 に短絡事故における簡易等価回路を，図 1-7 に
電圧ベクトル図（2相短絡）を示す(10)。 

2相短絡時は，短絡点を介して高圧配電線の 2線が接続され，短絡電流は簡易
な等価回路から(1-1)式となる。 
 

2
2




ンピーダンス）（上位系統＋配電線イ

線間電圧
相短絡）短絡電流（  ……. …. (1-1) 

 

これに対し 3 相短絡時は短絡点で相電圧がゼロとなり，地絡と同様の等価回
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図 1-3 地絡事故発生時の地絡電流の流れ 

Fig. 1-3. Flow of ground fault current at the time of ground fault accident. 
 

 

図 1-4 地絡事故時における電圧ベクトルの変化 
Fig. 1-4. Change of the voltage vector at the time of ground fault accident. 

自動開閉器
（常時投入）

自動開閉器
（常時投入）

自動開閉器
（常時投入）

自動開閉器
（常時開放）

FCB
（投入中）

GVT
10kΩ 他配電線からの

地絡電流の流れ

対地静電容量 対地静電容量

地絡点

配電用変電所 配電線

地絡点

Vu：
3810(V)

Vu：
3810(V)

Vw：
3810(V)

Vu：0(V)

Vw：
6600(V)

Vu：
6600(V)

地絡前 地絡後

V0：0(V)

V0：
11430(V)

路とるため(1-2)式となる。 
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3




ンピーダンス）（上位系統＋配電線イ

相電圧
相短絡）短絡電流（  ……. …. (1-2) 

 

以上により，(1-1)式と(1-2)式を比較すると 3 相短絡電流は 2 相短絡電流と比
較して 2/√3倍に増加する。 
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図 1-5 短絡事故発生時の地絡電流の流れ 

Fig. 1-5. Flow of ground fault current at the time of short-circuit accident. 
 

 
図 1-6 短絡事故時の簡易等価回路 

Fig. 1-6. Simplified equivalent circuit at the time of short-circuit accident. 
 

 

図 1-7 短絡事故時における電圧ベクトルの変化 
Fig. 1-7. Change of the voltage vector at the time of short-circuit accident. 
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表 1-1 事故時の送電遮断の必要性と平均的な整定値と判定ロジック 
Table 1-1. The need for power supply cut-off at the time of power system accident, 

general enactment value and decision logic. 
事故種

別 
項目 検出項目・整定値 

地 絡 

事 故 

送電を遮断

する必要性 
地絡電流が流れた場合の電位上昇起因とした

低圧機器の絶縁破壊の防止 
動作条件 ①零相電流≧閾値 

②零相電圧≧閾値 
③位相差：閾値の範囲内 
④時限≧閾値 
①から④の AND条件で動作 

閾値 零相電流：0.2mA 
零相電圧：10～60(V)※GPTの 2次側 
位相差：-45(°)～+135(°) 
時 限：0.5～1.0(s) 

短 絡

事 故 

送電を遮断

する必要性 
短絡電流を起因とした配線及び機械器具の過

熱および焼損の防止 
動作条件 ①相電流≧閾値 

②時限≧閾値 
①と②の AND条件で動作 

閾値 H/高整定・・・ 
 電流：低整定の 200(%) 
 時限：0.2(s) 
L/低整定・・・ 
 電流：線路・直列機器の設備 
    容量（最小）の 150(%) 
 時限 0.5～1.0(s) 
 （※ともに：300～1200(A)） 

 

1.1.2. 変電所における事故検出 

 変電所における事故検出方法の概要を示す。変電所における事故検出は，リ

レーによる検出が主体であり，地絡方向リレー(DGR：Directional Ground Relay)
や過電流リレー（OCR：Over Current Relay）などをもとに検出が行われている。
また，事故の検出には，数種類のリレーを組み合わせることが一般的であり，

それらの組み合わせや事故判別となる各種制定値は，電力会社ごとの設備形態
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図 1-8 短絡事故の動作特性（一例） 
Fig. 1-8. The operating characteristics at the time of the short-circuit accident. 
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L:低整定
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にあわせ設定されている(11)。 
 ここで，地絡事故・短絡事故に対して送電を遮断する必要性(12)と，電力 10社
へのアンケートを元に取りまとめた平均的な制定値ならびに判定ロジックを表 
1-1に示す。 
 地絡事故は，主にDGRと地絡過電圧リレー（OVGR：Over Voltage Ground Relay）
を組み合わせて検出しており，表 1-1 に示すように零相電圧・零相電流の閾値
に加え，その位相差を考慮して動作特性が定められている。なお，動作時限は

電気設備の技術基準の解釈（以下，電技解釈と略す）第 17条にもとづいて設定
され，一例として，「高低圧混触時に 1秒以内に自動的に遮断すれば，相電圧の
上昇限度を 600 Vまで認める。」という記載のもと「0.9 秒」としている。また，
零相電圧・零相電流の閾値については，人工地絡試験の結果をもとに定めるな

ど，各電力会社の設備形態に応じて定められている。 
 短絡事故は主に OCRで検出しており，図 1-8のように一般的には高整定と低
整定の 2 種類の制定値とする。短絡事故の検出では，高圧配電線末端の短絡事
故を検出できることや配電線ループ切り替え時など短時間運用で動作しないこ

とに加え，低整定の条件で過負荷も検出できなければならない。 

1.1.3.  実現場における地絡点推定手法の問題点 

配電線事故には地絡と短絡があるが，地絡点の状態により地絡電流波形が大

きく影響を受け複雑な様相を呈する地絡現象に注目し，今後，設置台数の増加

が見込まれるセンサ開閉器の活用を念頭に，本論ではセンサ開閉器にて取得し

た地絡電流波形を利用して地絡点を推定する手法の検討を行う。 
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図 1-9配電線の形態 

Fig. 1-9. System configuration of the distribution line. 

連系開閉器自動開閉器

配電用変電所

配電線は負荷の増減に対応するために遠方から制御できる自動開閉器により

電力の供給区間が調整できる構成となっている。電力会社によって供給区間の

分割数に対する考え方は異なるが，東京電力パワーグリッドでは都市部におい

て一般的に 1つの配電線を 3分割しそれぞれの区間に連系箇所を設けた 3分割 3
連系，周辺・郊外では 1つの配電線を 6分割し，6分割した中で 3か所の連系箇
所を設けた 6分割 3連系となっている。図 1-9に 3分割 3連系の配電線の形態
を示す。 
配電線に地絡が発生した際，図 1-10に示すように時限式事故捜査器により地

絡点は特定区間内に絞られ，電力会社の作業員が現場へ出向し，地絡点に至る

分岐点の特定を行い，分岐点の先にある地絡点を特定する。電力会社の作業員

が行う具体的な作業は，図 1-11に示すように電力会社の作業員が電柱上にて直
流印加装置（以下 印加装置）から放電されたパルスをアンテナにて磁界とし

て検出し，その磁界の有無を判断基準として地絡点の特定を行う。印加したパ

ルスの放電電流は，地絡相の高圧線から地絡点へ流れる。このため，アンテナ

にて磁界を検知できれば，作業員が地絡点と印加装置の間にいることとなり，

アンテナにて磁界を検出できなければ，作業員は印加装置に対し地絡点より遠

ざかった箇所にいることとなる。即ち，地絡点はアンテナにて磁界を検出でき

る箇所とできない箇所の境となる。 
このように，地絡点を特定するためには電柱上での作業を伴い，時間を要し

ている。電力会社 7社のデータをもとに調査した結果，2009から 2013年度にお
いて，時限式事故捜査器により絞られた特定区間に到着してから地絡点原因の

発見までに要した時間は 30 分から 45 分となる(13)。地絡点探査時間をさらに削
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図 1-10 地絡点を特定するための手順 

Fig. 1-10. The procedure for identifying the ground fault location. 
 

 
 

図 1-11 配電線の地絡点特定方法 
Fig. 1-11. Method for identifying the ground fault location in distribution line. 

時限式事故捜査器

配電用変電所

連系開閉器

①自動化対応
時限式事故捜査器によ
り特定区間に絞り込み

②人的対応
電柱上作業にて地絡点
に至る分岐点を特定

③人的対応
電柱上作業にて地絡点に至る分
岐点より先にある地絡点を特定

①

②

③

直流パルス印
加装置

磁界検出用
アンテナ

高圧配電線地絡相に
流れる放電電流

共同接地線

共同接地線に流れる
放電電流

放電電流あり 放電電流なし
磁界検出用
アンテナに
より放電電
流の有無を
確認し地絡
点を特定

減するために，地絡点の効率的な探査手法の開発が求められている。 

1.1.4. これまでに提案された地絡点推定手法の原理と問題点 

地絡点推定時間短縮に向けた取り組みは，大きく分けて 2 通りある。1 つは，
直接的に地絡点を推定する手法である。配電線の地絡点推定手法として，複数

のセンサ開閉器への地絡サージ波形の到達時間差から地絡点を推定する手法，

地絡波形の高周波成分の共振周波数とバンク静電容量からインダクタンスを算

出し，地絡点に至る分岐点を算出する手法(14)などの解析的な手法と，ニューラ

ルネットワーク(15)を用いた手法などがある。2つ目は，地絡原因を特定する手法
である。地絡波形の周波数解析や位相解析から地絡波形の特徴を分析し，地絡
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図 1-12 地絡サージ到達時間差方式 
Fig. 1-12. Arrival time difference method of ground fault surge current. 

 

 

図 1-13 共振周波数方式 
Fig. 1-13. Resonance frequency method. 
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原因を推定する手法(16)(17)(18)である。本稿では，一つ目の地絡点推定手法の検討

を行う。地絡点推定手法として，国内では主に解析的な手法が検討されている。

以下に過去に検討されてきた地絡波形から直接地絡点を特定する手法を紹介し，

それぞれの手法の概要，適用範囲を以下に示す(19)。 
（１）地絡サージ到達時間差方式 
基本原理は，開閉器 1,2の 2点間で計測された地絡サージ電流の到達時間差よ
り，地絡点または地絡点に至る分岐点を推定する手法であり，その概要図を図 
1-12に示す。サージ伝搬速度は光速（3.0×108 m/s）に近く，推定誤差を 100 m
程度にするためには時間分解能が数MHz程度のセンサ開閉器が必要となる。さ
らに，センサ開閉器間の時間同期を必要とすることから光回線の設置が必要と

なり，高価な設備形成となる。 



11 
 

 

図 1-14 コンデンサ方式 
Fig. 1-14. Capacitor method. 

 

 
図 1-15 インピーダンス方式 

Fig. 1-15. Impedance method. 
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地絡電流と線路インピーダンスから電圧を計算。
測定ポイントで電圧を算出し，その傾きから地絡
点を推定。

（２）共振周波数方式(14) 
基本原理は，RLC 回路の過渡の振動成分を有する地絡電流から求めた共振周
波数とバンク静電容量を用いてインダクタンスを算出し，単位長さあたりのイ

ンダクタンスで除すことにより地絡点までの距離を推定する手法である。その

概要を図 1-13に示す。この手法は，地絡点が高抵抗の場合，振動成分を有する
地絡電流が発生しないこと，地絡様相に誘導性もしくは容量性の成分が含まれ

ていれば，これらの値に地絡点までの距離が依存するという欠点がある。また，

配電線には分岐点が多く存在し，地絡点を特定することは困難である。設備面

では，センサ開閉器に数十 kHz 程度の波形記憶機能が具備されていれば推定は
可能である。 
（３）コンデンサ方式 
基本原理は，配電線の立ち上がりと末端へコンデンサを設置し，コンデンサ
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表 1-2 地絡点推定手法の評価(20) 
Table 1-2. Evaluation of the method in ground fault location(20). 

 

方式 （１）地絡サ

ージ到達時間

差方式 

（２）共振周

波数方式 
（３）コンデ

ンサ方式 
（４）インピ

ーダンス方式 

推定精

度 
数十 m程度 200～900 m程

度 
（地絡抵抗 20 
Ω程度の場合） 

数十～400 m
程度（地絡抵

抗 100 Ωの場
合） 

±3 km以上 

適用範

囲 
観測点で挟み

込んだ箇所

（地絡点が分

岐線の場合は

分岐点を推

定） 

系統全域（送

り出し点から

の距離に換

算，分岐点の

特定は不可） 

観測点で挟み

込んだ箇所

（地絡点が分

岐線の場合は

分岐点を推

定） 

観測点で挟み

込んだ箇所

（地絡点が分

岐線の場合は

分岐点を推

定） 
評定限

界 
地絡抵抗 1 kΩ
程度まで可能 

地絡抵抗 30 Ω
程度 

地絡抵抗増大

にともない標

定制度の低下 

－ 

システ

ムの課

題 

高い計測周波

数と高速デー

タ転送 

高速な周波数

解析 
観測用コンデ

ンサの設置 
電圧測定精度

と電圧降下量 

実現可

能性 
試験適用 可能性あり 可能性あり 低 

 

から地絡点に流れる放電電流の傾きから地絡点を推定する手法である。その概

要を図 1-14に示す。設備面では，配電線にコンデンサを設置するか，もしくは
配電線内のケーブルからの放電電流を取得して解析することにより地絡点推定

が可能となる。しかし，地絡発生時にコンデンサから放電される電流の傾きを

算出することが困難であるという技術面での課題がある。 
（４）インピーダンス方式 
基本原理は地絡電流と線路インピーダンスの積により生じる電圧降下を複数

のセンサ開閉器の電圧計測機能を用いて計測し，各地点にて計測した電圧勾配

の直線がクロスする位置から地絡点を推定する手法である。その概要を図 1-15
に示す。電圧降下の勾配を決めるのはセンサ開閉器間の線路インピーダンスで
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ある。本手法は波形のサンプリング周波数に依存しないという利点はあるが，

線路インピーダンスが小さいため電圧勾配を測定するためには分解能の高い電

圧測定器の設置が必要となる。センサ開閉器に高い分解能を持つ電圧測定器の

機能を追加するためのコストの増加が懸念される。 
 以上，方式（１）から（４）の結果をまとめると表 1-2 となる(20)。表 1-2 の
実現可能性の観点から，（１）の地絡サージ到達時間差方式と（２）共振周波数

方式と（３）コンデンサ方式が有望である。（１）の方式については高い計測周

波数と高速データ転送が必要となり高コストとなる，（３）は放電電流の傾きの

算出が困難である。これらの理由から，著者は地絡点推定精度と適用範囲の課

題はあるが適用時のコストの観点から数 10kHz の低周波数で地絡点推定が可能
となる（２）の共振周波数方式について研究を行う。現状では，共振周波数方

式は地絡点までの直接的な距離は推定できるが，配電線には複数の分岐点があ

り，分岐点の特定と分岐点から先にある地絡点の特定はできない，また，共振

周波数方式は地絡抵抗値が数十 Ω 以下で適用となるため，地絡抵抗値が高抵抗
の時は適用できないという課題がある。  

1.2.  本研究の目的 

 本研究は，地絡点の状態により複雑な地絡波形の様相を呈する地絡現象に的

を絞り，地絡点推定の研究を行う。現在，地絡点推定の実用化に近い地絡サー

ジ到達時間差方式は高い計測周波数と高速データ転送が必要となるため，高コ

ストとなる。そこで，著者等は比較的安価なコストで地絡点を推定できる可能

性のある共振周波数方式について検討を行う。 
この方式は地絡抵抗値が数十 Ω 以下の条件での適用となり，高抵抗に対して

は新たな方式の提案が必要となる。また，共振周波数方式を実現場に適用する

ためには解決しなければならない課題もある。 
共振周波数方式の課題である地絡抵抗値が高抵抗での地絡点推定を可能とす

るために，共同接地線を活用した新たな地絡点推定方式の検討を行う。この方

式は地絡が発生した際，隣接する 2 つの配電線の共同接地線の立ち上がりに設
置した電流測定器で測定される地絡電流のゼロクロス点の時間差から地絡点距

離を推定する手法である。 
これらの検討を行うことで，地絡点を早期に発見する方法を提案し，地絡発

生時の停電時間の短縮につなげる手法の提案を行う。 

1.3.  本研究の概要 

 本研究は，低抵抗での地絡点推定方式である共振周波数方式と高抵抗での共

同接地線方式について測定原理の確立とシミュレーションによる基礎検討を行
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う。共振周波数方式においては，既存の共振周波数方式の問題点を解決するた

めの提案を行い，配電線の立ち上がりと末端に設置した電圧・電流波形を測定

できるセンサ開閉器から取得した地絡電流波形の共振周波数を用いて地絡点ま

でのインダクタンスをそれぞれ算出し，センサ開閉器を幹線とする地絡点に至

る分岐点を推定する方法について研究したものである。地絡抵抗値が高抵抗時

に適用できる共同接地線方式においては，本方式を適用できる系統条件とシミ

ュレーションによる検証から地絡点に至る分岐点を推定できるかの研究を行う

ものである。 
 第 1章では，本研究の背景である電力供給支障事故の種類と発生状況，これ
までの地絡点推定手法の原理を示し，問題点を整理する。次に，これまで検討

されてきた地絡点探査手法をまとめ，本研究の目的を述べる。 
 第 2章では，配電系統の構成について記載し，共同接地線が施設されている
配電線に地絡が発生した時の地絡電流の帰路を明確にする。 
 第 3章では，地絡発生時に共振周波数方式から得られるインダクタンスの根
拠を明確に示し，分岐点を多数有する配電線に既存の共振周波数方式を適用で

きないことに対する解決策を示す。地絡点の様相に依存しないで分岐点を有す

る配電系統に適用できる，地絡点に至る分岐点を推定する手法をシミュレーシ

ョンで評価した結果を示す。 
 第 4章では，地絡点に至る分岐点の推定手法を評価するための配電線模擬装
置の開発と著者が提案する地絡点の様相に依存しないで配電線の立ち上がりと

末端に設置するセンサ開閉器を幹線とし地絡点に至る分岐点を推定する手法の

検証結果を示す。 
 第 5章では， 地絡発生時の地絡抵抗値が高抵抗の時に，隣接する 2つの配電
線の共同接地線の立ち上がりの接地極で測定される地絡電流のゼロクロス点の

時間差から地絡点を推定する方式を示す。この共同接地線方式を適用できる配

電系統の構成とゼロクロス点に時間差が生じる要因を示す。 
 第 6章では， 共同接地線方式において，地絡抵抗値が 1 kΩ以上では適用可
能であることが示されているが，地絡抵抗値に対する適用下限値が明確になっ

ていない。そこで，共同接地線方式を適用できる地絡抵抗値の下限値を明確に

示し，共振周波数方式と共同接地線方式が適用できる地絡抵抗値の適用範囲を

示す。 
 第 7章では，本研究の総括を行うとともに今後の課題を示す。 
  



15 
 

 

 

 
図 2-1 電力供給の流れ(21) 

Fig. 2-1. Flow of power supply(21). 

第2章. 配電線の系統構成と検討方針 

2.1.  序言 

本章では初めに，火力発電，水力発電，大規模太陽光発電などにより作られた

電気が供給される流れと，東京電力パワーグリッドにおける配電系統からの電

力の供給方法と配電系統の構成を示す。他電力と比較して東京電力パワーグリ

ッドの配電線の特徴は，低圧線に電灯 100 V・200 Vを供給するための低圧線と，
電柱の接地極を広範にわたり接続する共同接地線を有することにある。 
次に，配電線地絡時に生じる地絡電圧・電流波形とその特徴を示す。配電線に

地絡が発生した時の地絡電流波形は，大きく 2種類に分類される。1つは，地絡
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発生直後の過渡領域に高周波の振動成分を有する地絡電流が発生することにあ

り，他の特徴として，地絡発生時に三角状の地絡電流が発生することにある。

これらの地絡電流の特徴をもとに地絡発生時の地絡点の様相を示す。 
さらに，共同接地線には電柱に設置されている変圧器や開閉器などの機器の外

箱接地が接続されており，配電線地絡時の地絡電流の帰路となる。配電線に地

絡が発生した際に共同接地線を介して電柱の接地極に流れる地絡電流の帰路と

電柱の接地極への分流の割合を明確にする。 

2.2.  電力の流れと配電系統の構成 

 大規模発電所で作られた電力は，図 2-1に示すように 50万 V，27.5万 V，6
万 Vの超高電圧で送られ，配電用変電所に設置された変圧器により線間電圧 6.6 
kVに降圧される(21)。配電線における電力供給方式を示す。配電用変電所の 6.6 kV
側の接地方式は，図 2-2 に示すように系統電位の動揺・擾乱を防止する，地絡
発生時に比較的小さい地絡エネルギーで地絡を検出すれば設備破壊などの影響

を抑えられるなどの目的から非接地系統と等価となっており，小さい電流で継

電器を動作させるために中性点に 10 kΩの接地抵抗値が施設されている(22)。配

電線は図 2-3に示すように高圧線 3相となっており，線間電圧 6.6 kV（対地電
圧の実効値 3.81 kV）で送電されている。単相三線式 100/200 Vもしくは動力三
相 200 V で電力を供給するために，電柱上には変圧器が設置されている。低圧
線には電灯・動力電力を供給するための低圧線と電位の基準となる共同接地線

がある。単相 200/100 Vもしくは三相 200 Vの電気を使用する需要家へは変圧器
から直接，もしくは低圧線を介して電力を供給している。 

 

図 2-2 配電線の電源構成 
Fig. 2-2. Power supply configration of distribution line. 

EVT
10kΩ
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図 2-3 配電線の電線配置図 
Fig. 2-3. Arrangement figure of distribution line. 

 

 

 図 2-4 各種機器の配置図 
Fig. 2-4. Layout diagram of electric power equipment. 

High voltage line

Common earth conductor

Low voltage line

High voltage line

Common earthing conductor

Grounding conductor

Switch

0.85m 0.85m

Phase R              S           T

11.6m

9.7m

Low voltage line

Ground pole

Transformer

東京電力パワーグリッドの配電系統の特徴は，低圧電線と共同接地線

(Common earthing conductor)が施設されていることにある。共同接地線は電柱に
施設された接地極と接続され，電位の基準となっている。さらに広範にわたり

他の電柱とも接続されており，雷サージ電流の保護や地絡電流に対する電圧上

昇抑制の役割も担っている(12)。図 2-4 に示すように電柱に施設されている変圧
器や開閉器の外箱接地，高圧線を保持するための碍子が取り付けられている腕

金の接地は接地線を介して共同接地線へ接続されている。 

2.3. ATP シミュレーションの適用評価と検討の方向性 

本節では，配電線における地絡点推定の検討を電力系統の過渡現象の解析に

用いられるElectro Magnetic Transient Programの一つのバージョンである
Alternative Transient Program（以下，ATP）を用いて行う。ATPによる過渡現象
計算は，全ての回路素子をコンダクタンスとこれに並列に接続された電流源に

変換し，回路全体のノードのコンダクタンスの方程式を立てて解くことにより

実行される(23)。 
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ATPシミュレーションを用いて雷が配電線に及ぼす影響評価や，雷保護に対す
る合理的な接地形態の在り方など多数の研究が行われている。雷が配電線に及

ぼす影響を評価するために実験を行い，実験結果とATPシミュレーションの整合
性は確認されている。 

6 kV，11.4 kVや22 kVの配電線の地絡や開閉サージの評価を行う際にもATPシ
ミュレーションが用いられている。具体的には，渡邊等は6 kV配電線の試験線
路において地絡点を鶏と汚損碍子とした時の実験とシミュレーションの波形を

比較しており，その結果を図 2-5に示す。地絡点を鶏とした場合，地絡点の抵抗
値は1800 Ω，電圧ギャップを2100 Vと模擬し，EMTP(ATP)シミュレーションを
行うことで，実験で測定した波形とEMTP(ATP)シミュレーション波形は概ね一
致している。地絡点を汚損碍子とした場合，地絡点の抵抗値を12Ω，電圧ギャ
ップを1300 Vと模擬し，EMTP(ATP)シミュレーションを行うことで，実験で測
定した波形とEMTP(ATP)シミュレーション波形は一致している(16)。 

 

 
(a)汚損碍子の実験（12 Ω） 

 

 

(b)鶏の実験（1800 Ω）  
 

図 2-5 配電における低高抵抗の地絡電流波形(16) 
Fig. 2-5. Ground fault current waveform in low and high resistiance  

for distribution line(16). 
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図 2-6 検討の進め方のフロー 
Fig. 2-6. Flow of investigation process. 

モデル配電線の構築

シュミレーション条件の設定

シュミレーションの実施

設定条件とのかい離の観点から評価

また，11.4 kVと22 kVの実規模配電線路において，中性点接地抵抗値や線路長
を変数として開閉サージや地絡サージの過渡性過電圧を測定し，実線路を模擬

した配電線とEMTP(ATP)のシミュレーションを比較した結果，両波形の最大波
高値の誤差は1.8～10.8%の範囲内となる。EPRI/DCGによるEMTP解析精度に関
する検討によれば，開閉サージ領域における誤差は約20%とされているため，
EMTPを用いたこれらの解析は十分な精度を有していると言える結果を得てい
る(24)(25)。 
 これらの結果は，EMTP(ATP)を用いて配電線の地絡点解析を行うことの妥当
性を示しており，著者は配電線における地絡点推定の検討を ATPで実施する。 
 本論文での検討は，著者が提案した配電線地絡点推定手法を図 2-6 に示す検
討フローのもと ATPシミュレーションを中心に評価を行う。 

2.4. 配電線における地絡波形 

 配電線に地絡が発生した時の地絡波形は，地絡抵抗値が低抵抗の状態と高抵

抗の状態で異なる。ここでは，地絡抵抗値による地絡電流波形の違いと特徴を

示す。 
渡邊等による配電線地絡事故時の波形と判別方法に，地絡点を鶏と汚損碍子

とした際の地絡点の電気的な模擬と取得波形，EMTPシミュレーションによる解
析波形が示されている(16)。図 2-5 (a)に示すように地絡点が汚損碍子のケースで
は，地絡点は電圧ギャップと低抵抗で模擬され，地絡電流は高周波成分を有す

る波形となる。一方で，図 2-5 (b)に示すように地絡点を鶏としたケースでは，
地絡点は電圧ギャップと高抵抗で模擬され，地絡電流は高周波成分を含まない



20 
 

三角状の波形となる。これらの地絡波形は，配電線の対地電圧が閾値を超過し

た時に地絡電流の発生と消滅を繰り返すため，これらの事象は電圧の半サイク

ル毎に周期的に表れる(26) 
東京電力パワーグリッド管内にて配電線の立ち上がりに設置した周波数分解

能 10 kHz のセンサ開閉器で取得した地絡波形の一例を図 2-7 に示す。ここで，
Vu，Vv，Vwは U相 V相W相の電圧，I0は零相電流を示している。図 2-7の地絡
波形も渡邊等の取得した波形と同様に高周波成分を有する地絡電流と高周波成

分を含まない三角状の地絡波形となる(27)。 
図 2-7 (a)は地中機器の絶縁破壊を起因とした地絡波形であり，高周波成分を

 
(a)振動成分を有する地絡波形 

 

(b)三角波の成分を有する地絡波形 
 図 2-7 地絡波形(27) 

Fig. 2-7. Wave form of ground fault current(27). 
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図 2-8 1線地絡電流の経路 
Fig. 2-8. Path of ground fault current in 1-line. 

RN
10kΩ

C

C

C
Ground faults 
location

含む地絡電流となる。地絡波形が高周波成分を含む場合，地絡点は低抵抗とし

て模擬できることが渡邊等の論文(16)や著者の検討結果(28)からわかる。地絡波形

に高周波成分が含まれる場合は，地絡点推定に共振周波数方式の適用が可能と

なる。 
図 2-7 (b) は架空ケーブルの接続体の絶縁破壊を起因とした地絡波形であり，

高周波成分を含まない三角状の地絡波形となる。この地絡波形は特定の電圧を

超えると地絡電流が発生し，地絡相の対地電圧がゼロになる近傍で地絡電流が

ゼロになること，地絡波形が三角状の波形を含む場合，地絡点は高抵抗で模擬

できることが渡邊等の論文からわかる(16)。 

2.5.  配電線における地絡電流の経路 

開閉器や変圧器などの絶縁劣化や他物接触を起因として配電線に地絡が発生

した際，地絡電流は地絡点直近の電柱の接地極を介して大地に流れる経路と，

共同接地線を介して電柱の接地極に分流する経路が考えられる。 

2.5.1. 配電線における地絡電流 

 高圧配電線の 1 線に何らかの原因で地絡が発生した際，地絡点から大地へ流
れる電流を 1 線地絡電流 Igという。非接地系統である高圧配電線では，地絡電

流は図 2-8 に示す大地を経由して配電用変電所に設けられた中性線接地抵抗へ
戻る電流のほか，配電系統に分布して存在する対地静電容量を介して流れる地

絡電流があり，地中または架空ケーブルの亘長が長い場合は，ケーブルの静電
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図 2-9 ATPシミュレーションに用いる配電線モデル 
Fig. 2-9. Distribution model for ATP simulation. 
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High voltage line 5km

Common earth conductor 7.5km
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容量のため地絡電流は大きな値となる。地絡電流の大きさと，同一配電用変電

所内の配電線の静電量を足し合わせたバンク静電容量 CBとの関係を表 2-1に示
す(26)。 
配電線の地絡電流の大きさは配電用変電所の中性点に 10 kΩ の抵抗を有する
ため非接地方式とほぼ等価となり，1線地絡電流の大きさは(2-1)式となる(29)。 
 

ECI Bg   ……………………………………. (2-1) 
 

ここで，ωは 2πf，fは周波数で 50 Hz，Eは対地電圧 3810 Vとなる。 

2.5.2. 地絡抵抗値が低抵抗における地絡電流の経路 

本項では 1 例として地絡抵抗値が低抵抗の時の地絡電流の帰路を示す。ATP
シミュレーションに用いる配電線モデルとして，高圧配電線は 3 相 3 線式，線
種は架空絶縁電線 240 mm2とする。シミュレーション条件を簡易にするために

共同接地線の線種は高圧配電線と同じ線種を適用する。 
ここで，低圧の電圧線 2 条は地絡電流に影響を及ぼさないため本シミュレー

表 2-1 地絡電流の大きさと位相 
Table 2-1. Line constant at 1700 Hz 

 

条件 CB 地絡電流 

地絡点のインピーダンス 
大 小 

ゼロ 大 

配電線のバンク静電容量 
大 V0に対して進み 
ゼロ V0に対して同相か，やや遅れ 

アーク地絡の場合  進み分が多い 
アーク地絡でない場合  進み分が少ない 
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表 2-2 1700 Hzでの線路定数 
Table 2-2. Line constant at 1700 Hz 

 

 R(Ω/km) L(mH/km) C(μF/km) 

HVL 1.75 1.98 0.009 
CEC 1.75 1.98 0.009 

 

ションでは考慮しない。他配電線の影響を考慮するために各相あたり 0.5 μFの
静電容量を模擬する。図 2-9に示すように高圧配電線の亘長は 5 km，共同接地
線は他配電線との接続を考慮して高圧配電線の 1.5倍の 7.5 kmとする。電柱に
施設される接地抵抗値 Rpは 0.5 km毎に 20Ωとする。図 2-9に示すように配電
用変電所に近い接地極から No1，No2 とし，配電用変電所から最も離れた接地
極を No16とする。ATPの線路定数プログラムより算出した高圧配電線（HVL）
と共同接地線（common earthing conductor 以下 CEC）の線路定数を表 2-2に示
す。 

2.5.3. ATP シミュレーションによる地絡電流の経路 

ATPシミュレーションにてセンサ開閉器から 2.5 kmの地点，地絡抵抗 1 Ωの
条件で，地絡が発生した時にセンサ開閉器を通過する高周波の振動成分を有す

る地絡電流（以下，地絡サージ電流）Iga と，各接地極に流れる地絡サージ電流

を IgC として，地絡点より電源側の接地極に流れる IgC-No1～IgC-No6 を図 2-10
に示す。ここで，IgC-Noの末端に示す数字は，図 2-9の No1～No16の数字に対
応する。 
図 2-10 の IgC-No1 から IgC-No6 において，Igaは共同接地線を介し電柱の各接

地極に分流していることがわかる。各接地極に流れる IgC を接地極に流れる

IgC-No1～IgC-No16 の１波目の最大値の合計値 Igsで規格化した結果を図 2-11 に
示す。図 2-11 から接地極に流れる地絡サージ電流の最大値は地絡点の IgC-No6
となり，Igsに対する IgC-No6の割合は約 22%，2番目の値は配電用変電所に近い
IgC-No1となり，Igsに対する割合は約 18%となる。図 2-11から，IgCは地絡点を

除き配電用変電所に近づくと大きくなり，地絡点より負荷側では地絡点から離

れるとともに小さくなる。地絡サージ電流は地絡点 No6 を除き，配電用変電所
の方向に全体の約 57 %，負荷側に全体の約 22 %が流れる。また，図 2-10にお
いて，Igaと IgC-No1～IgC-No6 は同方向となっているのは，共同接地線から接地
極を介し大地に流れる IgCの方向を正にしているためである。 
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図 2-10 Dg 2.5 kmと Rg 1 Ωにおける Igaと IgCの分流 
Fig. 2-10. Separation of Iga and IgC at Dg=2.5 km and Rg=1 Ω. 

 

 

図 2-11 IgCの分流割合 
Fig. 2-11. Separation ratio of IgC. 

本シミュレーション結果は，高圧配電線に地絡が発生した際，地絡サージ電

流は共同接地線を流れ各接地極に分流することを表している。この結果から，

共振周波数方式で地絡点推定を行う場合，共同接地線のインダクタンスや高圧

配電線と共同接地線の間の相互インダクタンスを考慮した検討が必要となる。 
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2.6. 結語 

 配電線で地絡が発生した時の地絡電流波形の形状と地絡抵抗値の関係につい

て参考文献をもとに示し，地絡抵抗値が低い時は，地絡発生直後に高周波の振

動成分を有する地絡電流が発生し，地絡抵抗値が高い時は，三角状の波形を含

む地絡電流が発生することを確認した。 
 地絡抵抗値が低抵抗値の時に，地絡発生時に共同接地線を流れる地絡電流の

帰路の検討を行った。地絡発生時に地絡電流は当該の電柱の接地極に最も多く

流れ，共同接地線を介し各接地極に分流しつつ，配電用変電所に帰路する。こ

の結果は，地絡電流は高圧配電線地絡相と共同接地線に流れることを示してい

る。このことから以降の地絡点推定手法の検討を行う際，高圧配電線地絡相と

共同接地線の相互インダクタンスを考慮した検討が必要となることを示してい

る。 
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第3章. 共振周波数方式の概要 
著者が配電線の地絡点推定手法として，コストの観点から選択した共振周波数

方式の原理と現状での課題，その解決策を示す。 
共振周波数方式は，RLC 回路の過渡現象を利用して，高周波の振動成分を有
する地絡電流（以下，地絡サージ電流）の共振周波数とバンク静電容量から地

絡点までのインダクタンスを求め，求めたインダクタンスを単位長さ当たりの

インダクタンスで除すことにより地絡点までの距離を推定する手法である。共

振周波数方式は地絡抵抗値が低抵抗の時のみ振動成分を有する地絡サージ電流

が現れ，地絡抵抗値が高抵抗の時には振動成分を有する地絡電流が現れないた

め適用できないという問題がある。さらに，配電線の地絡点推定に共振周波数

方式を適用する場合，以下に示す 4点の課題を解決する必要がある。 
(1)高圧配電線健全相に流れる地絡サージ電流が高圧線地絡相のインダクタンス
に与える影響 

(2)共振周波数方式から得られるインダクタンスの根拠 
(3)配電線の地絡点の様相にインダクタンスや静電容量が含まれる場合，地絡点
距離の推定に誤差が生じる 

(4)配電線には多数の分岐点が存在し，共振周波数方式から得られるインダクタ
ンスは配電線立ち上がりから地絡点までの直線距離となるため，分岐点の特

定ができず，地絡点を推定できない 
著者は(1)と(2)を評価するために ATPシミュレーションにて検討した結果を示
す。 (3)の地絡点のインダクタンスや静電容量の成分が地絡距離の推定に与える
誤差，(4)の共振周波数方式から得られるインダクタンスが分岐点の多数存在す
る配電線において複数の地絡点を選定する課題を解決するための新たな手法の

提案を行う。 
本章では，これらの問題点を解決するために，配電線の立ち上がりと末端に

センサ開閉器を設置し，それぞれのセンサ開閉器から地絡点までのインダクタ

ンスを求め，これらのインダクタンスを著者が提案する地絡点推定式に代入し，

センサ開閉器を幹線として地絡点に至る分岐点を推定する手法を提案する。 

3.1. 共振周波数方式の原理 

本節では，共同接地線の施設されていない配電系統モデルを用いて共振周波数

方式の理論を示す。 
図 3-1 に示すようにバンク静電容量 CBに起因する配電線立ち上がりからの地

絡サージ電流 Igaを測定するために配電線立ち上がりにセンサ開閉器(a)を設置す
る。ここで，図 3-1の SSは配電用変電所，Zg(=Rg+jLg)は地絡点のインピーダン
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ス，Rgは地絡抵抗値，Lgは地絡点のインダクタンス値となる。 
図 3-2は地絡発生時の配電線の等価回路を示しており，図 3-2の NGRは配電
用変電所の中性点接地抵抗値（10 kΩ），LSSは配電用変電所のインダクタンス値

（1.14mH）を表している。地絡スイッチ SW が投入されると，RLC の過渡現象
を起因とした振動成分を有する地絡サージ電流 Igaが発生する。地絡発生時の Iga

は(3-1)式で表すことができる(30)。 
 

tftII Raaga  2sin)exp(   ……………………………………. (3-1) 
 

ここで，αaは減衰定数で Rg/2LHgとなり，Iaは t=0の時の Igaの値となる。 
(3-1)式から得られる Igaを高速フーリエ変換（以下，FFT），もしくは極大値と
極大値の間の時間差から共振周波数 fRを求め，(3-2)式を用いて Lgを含むインダ

クタンス LHg(=LH + Lg)を算出する。ここで，LHを配電用変電所から地絡点まで

のインダクタンスである。Lgが 0 mHの場合，(3-3)式から LHgを配電線の単位長

 

 図 3-1 試験回路の概要図 
Fig. 3-1. Outline figure of test circuit. 

 
図 3-2 RLC回路の等価回路 

Fig. 3-2. Equivalent circuit of RLC circuit. 

ITSW(a) Zg=Rg+Lg

CBSS

High voltage line

NGR
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Rg

Lg
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さ当たりのインダクタンス l0で除すことによりセンサ開閉器(a)からの地絡点ま
での距離 Dgを推定できる。 
 

 
SS

BR
Hg L

Cf
L 


 22

1


 

  
















SSHgB
R LLC

f
2

1
 

……………………………………. (3-2) 

 

0/ lLD Hgg   ……………………………………. (3-3) 
 

ただし，(3-1)式から地絡抵抗値 Rgが大きくなると指数関数の減衰が大きくな

り， sin2πfRtの振動成分が打ち消されるため，高周波成分を有する地絡電流が現
れなくなり，地絡点推定に共振周波数方式は適用できない。 

3.2.  共振周波数方式の問題点 

 本節では，共振周波数方式を適用するために必要な高圧配電線健全相に流れ

る地絡サージ電流が地絡相のインダクタンスに与える影響，共振周波数方式か

ら算出されるインダクタンスが高圧線の地絡相を起因としているのか，高圧線

と共同接地線を考慮したインダクタンスを起因としているかを明確にし，地絡

点の様相が地絡点距離に与える影響や複数の分岐点がある場合に地絡点を推定

できないという問題点への対応を検討し解決策を示す。 

3.2.1.  高圧配電線健全相の影響評価 

東京電力パワーグリッドの高圧配電線の線間距離は図 2-4 に示すように 0.85 
mとなる。高圧線 3条平衡状態での電圧降下は，3相電流のベクトルの和がゼロ
となる条件で電線間の相互インダクタンスを考慮した作用インダクタンスを用

いて計算している(31)。しかし，地絡発生時における健全相と地絡相との間の相

互インダクタンスを考慮する必要性については検証が行われていない。 
そこで，ATPシミュレーションにて地絡発生時における高圧配電線地絡相の自
己インダクタンスと，高圧配電線地絡相の自己インダクタンスに健全相の相互

インダクタンスを考慮した作用インダクタンスを算出し比較することで，高圧

配電線の健全相と地絡相の間の相互インダクタンスを考慮する必要性を検討す

る。 
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地絡点距離 Dgを 2.5 kmとした時，高圧配電線地絡相の地絡サージ電流 Igaと健

全相 2 相に流れる地絡サージ電流 Ingを図 3-3 に示す。図 3-3 から Ingの最大値

4.5 Aは Igaの極大値 90 Aと比較して約 5 %程度であり，Ingは Igaと比較して十分

小さい。 

 

図 3-3 Rg=1 Ωと Dg=2.5 kmの条件での Iga と Ing 
Fig. 3-3. Iga and Ing at Rg=1 and Dg=2.5 km at Rg=1 Ω. 

 

 

図 3-4 LHMの計算結果 
Fig. 3-4. Calculated result of LHM. 
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高圧配電線地絡相の作用インダクタンス LHM は，高圧配電線地絡相の自己イ

ンダクタンス LHと地絡サージ電流 Igaの積となる磁束数φHと，高圧配電線健全

相と高圧配電線地絡相との相互インダクタンス LHH と高圧配電線健全相に流れ

る Ingの積を 2倍（健全相は 2相）した磁束数 2φHHとの和となる全磁束数を Iga

で除した値となり，(3-4)式となる。 
 

  gaHHHHM IL /2   ……………………………………. (3-4) 
 

ここで，LHは 1.98 mH/km，高圧配電線地絡相と高圧配電線健全相の相互イン
ダクタンス LHHは ATPの線路定数計算プログラムから 1.07 mH/kmとなる。地絡
サージ電流が発生している領域において(3-4)式から算出した LHMを図 3-4 に示
す。ここで，図 3-4の赤線は配電線立ち上がりから地絡点までの距離 2.5 kmに
対応する高圧線地絡相の自己インダクタンス LH-SV（4.96 mH）を示している。図 
3-4から，LHMは設定値 LH-SVと比較して全体的に小さくなる傾向にあり，LHMは

LH-SVに対して 0.95～1.1程度の範囲となる。また，LHMが発散している要因は(3-4)
式の分母の Igaがゼロに近い値になるためである。 
この結果は，LHMは LHを基準として求めた地絡点距離と比較して最大で 5 %程
度短く推定することを示している。 

3.2.2.  共同接地線方式から算出されるインダクタンス 

2.5.3 項で，地絡発生時に地絡電流は高圧配電線地絡相から地絡点を介し，共
同接地線に流れ，電柱の接地極に分流する。地絡発生時の地絡電流の帰路には

複数の経路があり，共振周波数方式から得られるインダクタンスがどの要素に

依存しているかを検討する必要がある。各接地極や共同接地線に流れる地絡サ

ージ電流の経路をもとに，共振周波数方式から求められるインダクタンス LHg

は図 3-5示す 4つのケースになると考えられる。 
Case1から Case4のパターンになると考えられる理由を以下に示す。 

○Case1：センサ開閉器から地絡点までのインダクタンスとなる場合   著者

が地絡点に至る分岐点を推定するために実施した ATP シミュレーションでは，
共振周波数方式から求めたインダクタンス LHg とセンサ開閉器から高圧配電線

の地絡点までのインダクタンスの誤差が地絡抵抗値 20 Ωで最大 10 %程度とな
り，ほぼ精度よく地絡点を推定できることがわかっている(28)。この結果を基に，

Case1のインダクタンス L1Hgは，図 3-5に示すセンサ開閉器から地絡点までのイ
ンダクタンス L1Hと Lgの和となり(3-5)式となる。 
 

gHHg LLL  11  ………………………………………………………. (3-5) 
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図 3-5 ケース 1から 4の概要図 
Fig. 3-5. Outline figure of Case1~Case4. 
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○Case2：センサ開閉器から地絡点と地絡点から図 2-9の共同接地線の No1まで
の自己インダクタンスの和となる場合  図 2-10 より地絡時に発生した地絡
サージ電流はセンサ開閉器から地絡点に流れ，地絡点から共同接地線に流れ各

接地極に分流しつつ図 2-9 の No1 に至る。このため，Case2 のインダクタンス
L2Hgは，センサ開閉器から地絡点を介し図 2-9 の共同接地線の No1 までのイン
ダクタンスとなる。L2Hgは，センサ開閉器から地絡点までのインダクタンス L2H，

地絡点から図 2-9の共同接地線の No1までのインダクタンス L2Nと Lgとの和と

なり(3-6)式となる。 
 

gNHHg LLLL  222  ……………………………………………… (3-6) 
 

○Case3：Case2 に高圧配電線と共同接地線との間の相互インダクタンスを考慮
した高圧線と共同接地線の作用インダクタンスの和となる場合  並行して施

設されている 2 条の電線に互いに電流が流れることで，各々の電線の間に相互
インダクタンスが生じる(32)。図 2-9と図 2-10から地絡発生時，高圧配電線地絡
相と共同接地線に地絡サージ電流が流れ，高圧配電線の地絡相と共同接地線と

の間に相互インダクタンスによる影響が生じると考えられる。このため，Case2
に高圧線地絡相と共同接地線との間の相互インダクタンスを考慮した作用イン

ダクタンスを検討する必要がある。 
高圧配電線地絡相と共同接地線との相互インダクタンスは，高圧配電線地絡相
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と共同接地線が作る磁束数の和により決まる(33)。磁束数φは電線の自己インダ

クタンス Lと電流 Iの積となり，(3-7)式で与えられる。 
 

IL  ……………………………………………… (3-7) 
 

(3-7)式を基に，センサ開閉器から地絡点までの高圧配電線地絡相の自己インダ
クタンス L3Hと地絡相に流れる地絡サージ電流との積が作る磁束数をφH，地絡

点から図 2-9 の共同接地線の自己インダクタンス L3N と共同接地線に流れる地

絡サージ電流 ICN の積が作る磁束数をφL，高圧配電線地絡相における共同接地

線に流れる地絡サージ電流と相互インダクタンス LMHC の積が作る磁束数をφ

ML，共同接地線における高圧配電線地絡相に流れる地絡サージ電流と相互インダ

クタンスの積が作る磁束数をφMH とする。これらのことから，高圧配電線地絡

相の磁束数φCHはφHとφMLとの和として表され(3-8)式となり，共同接地線の磁
束数φCLはφLとφMHとの和として表され(3-9)式となる。 
 

MLHCH    ……………………………………………… (3-8) 
 

MHLCL    ……………………………………………… (3-9) 
 

(3-7)式と(3-8)式より共同接地線の相互インダクタンスを考慮した高圧配電線地
絡相の作用インダクタンス LDg-LHMは(3-10)式となり，(3-7)と(3-9)式より高圧配電
線地絡相の相互インダクタンスを考慮した共同接地線の作用インダクタンス

LDg-LCMは(3-11)式となる。 
 

  gaMLHgaCHLHMDg IIL //    ……………………………… (3-10) 
 

  CNMHLCNCLLCMDg IIL //    ……………………………… (3-11) 
 

これらのことから，Case3 のインダクタンス L3Hgは，LDg-LHMと LDg-LCMの和に

Lgを加えた(3-12)式となる。 
 

gLCMDgLHMDgHg LLLL  3  ……………………………… (3-12) 
 

○Case4：Case1 に加え共同接地線のインダクタンスを集中定数として表す場合  

地絡発生時の地絡サージ電流は，図 2-10より地絡点から共同接地線に流れ各接
地極から大地に分流する。地絡サージ電流は接地極 No1～16 までの接地極を介
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して大地に分流しているため共同接地線をはしご型回路とみなし，共同接地線

のインダクタンスを合成インダクタンス LCとして算出する。Case4 のインダク
タンス L4Hgは Case1 と LCとの和となる。L4Hgはセンサ開閉器から地絡点までの

インダクタンス L4H，Lgと LCとの和となり，(3-13)式で表すことができる。 
 

CgHHg LLLL  44  ……………………………… (3-13) 
 

（２）ATPシミュレーションによる検証 
地絡サージ電流の共振周波数とバンク静電容量から算出した作用インダクタ

ンス LHgが，（１）で提案した L1Hgから L4Hgのどのパターンに対応するかを ATP
シミュレーションで検証する。 
（２－１）モデル配電線系統  ATPシミュレーションに用いる配電線モデルは
図 2-9と同様とする。 
（２－２）共振周波数方式から求められるインダクタンスの評価 

ATPシミュレーションの条件は，高圧配電線 240 mm2，共同接地線は 32 mm2，

120 mm2，240 mm2の 3種類，地絡抵抗値 Rgは 1 Ω，地絡点インダクタンス Lg

は 0 mHとした。地絡点距離 Dgは ITSW(a)から 1 km，2 km，3 km，4 km，5 km
とする。ATP の線路定数算出プログラムを用いて算出した 3 種類の共同接地線
の線路定数を表 3-1，高圧配電線地絡相と共同接地線との相互インダクタンスを
表 3-2に示す。 

ATPシミュレーションの 1例として，共同接地線 240 mm2で Dgが 1 kmにお
ける条件での地絡サージ電流波形 Igaを図 3-6，Igaの FFTから共振周波数 fRを求

めた結果を図 3-7に示す。図 3-7から，Dgに対応する明確な地絡サージ電流の

共振周波数 fR が表れ，fR を(3-2)式に代入して地絡点までのインダクタンスを推
定する。 
はじめに，算出が必要となる Case3 の L3Hgと Case4 の L4Hgを求める方法を示

す。次に，共振周波数方式から算出したインダクタンスをもとに Case1 の L1Hg

から Case4の L4Hgの単位長さあたりのインダクタンスを用いて地絡点距離 Dgを

求め，設定値と比較し評価を行う。 
L3Hg の算出に必要な共同接地線との相互インダクタンスを考慮した高圧配電

線地絡相の作用インダクタンス LDg-LHMと高圧配電線地絡相との相互インダクタ

ンスを考慮した共同接地線の作用インダクタンス LDg-LCMの具体的な算出方法を

以下に示す。 
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図 2-9のモデル系統において，共同接地線が 32 mm2，Dg が 3 km（図 2-9の
No7 地点）の条件で ATP シミュレーションにより求めた高圧配電線地絡相に流
れる地絡サージ電流 Igaと共同接地線 No1～No7 に流れる地絡サージ電流 ICNを

 
表 3-1 1700 Hzでの線路定数 

Table 3-1. Line constant at 1700 Hz 
 

 R Ω/km L mH/km C μF/km 
HVL 1.75 1.98 0.009 

CEC 32mm2 2.47 2.20 0.007 
CEC 120mm2 1.89 2.07 0.008 
CEC 240mm2 1.75 1.98 0.009 

 
表 3-2 1700 Hzでの相互インダクタンス 

Table 3-2. Mutual inductance between HVL and CEC at 1700 Hz 
 

CEC 32 mm2 120 mm2 240 mm2 

LHL(mH) 0.45 0.45 0.45 

 

 

図 3-6  Rg=1 Ωと Dg=1 kmの条件での地絡電流 Ig 
Fig. 3-6. Ig at Rg=1 Ω and Dg=1 km. 



35 
 

図 3-8に示す。ここで，ICNの Nは図 2-9の共同接地線の各区間の電流（1例と
して，No1~No2の場合 IC1~2）を表している。図 3-8から，ICNは地絡点から共同

接地線を介し配電用変電所へ帰路する方向に流れる地絡サージ電流であり，セ

ンサ開閉器で測定される地絡サージ電流 Igaと ICNとは逆向きとなる。また，ICN は

各接地極から大地に分流するため No7から No1に向かうとともに小さくなる。
LDg-LHMと LDg-LCMは，図 2-9 の共同接地線の各区間に流れる ICNと高圧配電線地

  
図 3-7  Igaの FFT結果 
Fig. 3-7. FFT result of Iga. 

 

 

図 3-8  Rg=1 Ωと Dg=3 kmにおける Iga と ICN 
Fig. 3-8. Iga and ICN at Rg=1 Ω and Dg=3 km. 
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絡相に流れる Igaとそれぞれに対応するインダクタンスを(3-10)式と(3-11)式に代
入して時間毎に算出する。Dgが 3kmの条件で地絡発生後の任意の時間における
LDg-LHMと LDg-LCMの算出式は(3-14)式と(3-15)式となる。ここで，高圧線地絡相に
流れる Igaの大きさはセンサ開閉器(a)から地絡点の間で変化しない。 
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 …………………… (3-15) 

 

Dgが 1 km，2 km，3 km，4 km，5 km，共同接地線が 32 mm2，120 mm2，240 mm2

の条件で LDg-LHMと LDg-LCMを算出する。1例として共同接地線が 32 mm2，Dgが 3 
kmと 5 kmの条件で算出した LDg-LHMと LDg-LCMを図 3-9に示す。ここで，LDg-SV

は高圧配電線地絡相の単位長さ当たりの自己インダクタンス l0 と Dg の積とな

り，LDg-LHM，LDg-LCMと LDg-SVの Dgの右に記載されている数字は Dgの設定値とな

る。各ケースとも地絡サージ電流の発生している 0.00480sから 0.00485sの間の
計算結果を示している。図 3-9から，Dgが 3 kmと 5 kmの時，Dgが長くなると

ともに LDg-LHMは大きくなる傾向にあり，LDg-LHMは LDg-SVと比較して 10 %～20 %
程度小さい値となる。このことから LDg-LHMは ITSWから地絡点までのインダク
タンスに関係することがわかる。また，図 3-9から LDg-LCMは，ほぼゼロになる

ことがわかる。図 3-9 の LDg-LHMと LDg-CMとが発散している要因は，(3-14)式と
(3-15)式を用いて LDg-LHMと LDg-CMを算出する際，分母となる Igaと ICNがゼロに

近い値となるためである。 
図 3-10に Dgを横軸として，共同接地線が 32 mm2，Dgが 1 km, 2 km, 3 km, 4 km, 

5 kmの条件で算出した LDg-LHMと LDg-LHM+LDg-LCMを示す。図 3-10の黒の実線は
高圧線地絡相の単位長さあたりの自己インダクタンス l0と地絡点距離Dgとの積

LHLとなる。高圧配電線地絡相と共同接地線に流れる地絡サージ電流は電流の流

れが反対方向となり磁束が打ち消されるため，LDg-LHM と LDg-LHM+LDg-LCM は LHL

より小さくなる。また，図 3-9 より LDg-LCM は概ねゼロになるため，LDg-LHM と

LDg-LHM+LDg-LCMとの差は生じない。 
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地絡サージ電流は高圧線地絡相と共同接地線に流れるため，地絡点距離の算出

に用いる L3Hgは LDg-LHMと LDg-LCMとの和となる。Case3の共同接地線が 32 mm2, 

 

図 3-9 CEC32 mm2における LDG-LHM と LDG-LCM の算出結果 
Fig. 3-9. Estimation results of LDG-LHM and LDG-LCM of CEC32 mm2. 

 

 

図 3-10 CEC32 mm2における LDG-LHM と LDG-LHM + LDG-LCMの算出結果 
Fig. 3-10. The relation between Dg and LDg-LHM, LDG-LHM + LDG-LCM  

of CEC32 mm2. 
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120 mm2, 240 mm2とDgが 1 km, 2 km, 3 km, 4 km, 5 kmの条件で図 3-10と同様の
検討を行い，Dgと LDg-LHM+ LDg-LCMの相関関係の傾きから算出した単位長さあた

りの LDg-LHM+ LDg-LCMの大きさ LDg0を表 3-3に示す。LDg0を算出する際の相関係

数は 0.99 以上である。Case3 においては，表 3-3 に示す値を用いて(3-3)式から
地絡点距離を推定する。 

Case4の共同接地線の合成インダクタンス LCは，図 2-9の地絡発生時の電流
源にそれぞれの地絡ケースに対応する地絡サージ電流の共振周波数に該当する

周波数の電流源を挿入して ATPシミュレーションを行い算出する。LCの算出方

法の概略を以下に示す。初めに，地絡点に対する対地電圧 VLNと地絡点を通過す

る電流 ILNを測定し，VLNと ILNとの積から電力の平均値 PaLNを求め，PaLNの最大

値を VLNと ILNとの最大値の積の 2倍で除すことにより力率 cosθgoを求める。次

に，VLNの最大値を ILNの最大値で除すことによりインピーダンス ZLNを求め，

cosθgoから sinθgoを算出し，ZLNと sinθgoの積を 2πfRで除すことで LCを求める。

LCの詳細な算出方法は付録 1に示す。 
図 3-11の横軸を地絡点距離 Dgとして，全てのシミュレーション条件に対応す

る LC（○の塗りつぶしなし）を左軸，LCを距離換算した値 DC（●の塗りつぶし

あり）を右軸に示す。LC は共同接地線が太くなると小さくなる傾向にあるが，

線種による違いはほとんどなく，地絡点距離の設定値と比較して十分小さい結

果となった。 
全てのシミュレーションケースにおいて，fRから(3-2)式を用いてインダクタン
ス LHgを算出した。表 3-2と表 3-3の線路定数と(3-5)，(3-6)，(3-12)，(3-13)式
から L1Hgから L4Hgに対応するインダクタンスを算出した。ただし，Case3にお
けるインダクタンスは表 3-3の LDg0を用いる。地絡点距離 Dgを横軸，LHgを単

位長さあたりの L1Hgから L4Hgで除した値に設定したDgをかけて算出した地絡点

推定距離 Dgcを縦軸とした相関図を図 3-12に示す。共同接地線が 120 mm2の場

合を図 3-12 (a)，共同接地線が 240 mm2の場合を図 3-12(b)に示す。図 3-12の赤
の点線は，地絡点距離の設定値を示しており，Dgcがこの直線上にのれば，地絡

表 3-3 LDg0の算出結果 
Table 3-3. Estimated results of LDg0. 

 

LDg0 (mH/km) 
CEC 32 mm2 1.64 

CEC 120 mm2 1.65 
CEC 240 mm2 1.64 
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点を精度よく推定できることを示している。Case毎の評価結果を以下に示す。 
（１）Case1  ITSW(a)から地絡点までのインダクタンスとなる場合，地絡点距
離を 10 %~20 %程度短く推定する。 
（２）Case2  ITSW(a)から地絡点と地絡点から図 2-9の共同接地線の No1まで
のインダクタンスの和となる場合，地絡点距離を 30 %程度短く推定する。 
（３）Case3  Case2 に高圧配電線と共同接地線との間の相互インダクタンスを
考慮した作用インダクタンスとした場合，地絡点距離をほぼ誤差なく推定でき

る。 
（４）Case4  Case1 と集中定数として算出した共同接地線の合成インダクタン
ス LCとの和とする場合，LCが地絡点距離と比較して極めて小さいため，Case1
とほぼ一致し，地絡点距離を 10 %~20 %程度短く推定する。 
これらの結果は，（３）の共同接地線と高圧配電線地絡相の相互インダクタン

スを考慮した共同接地線と高圧線地絡相の作用インダクタンスの和 L3Hgが共振

周波数方式から求められる単位長さあたりのインダクタンス LHg に等しくなる

ことを示している。 

 
 

図 3-11 LCの概算結果と地絡点距離への変換 
Fig. 3-11. Estimated results and distance conversion of LC. 
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(a) CEC 120 mm2 
 

 
(b) CEC 240 mm2 

 
図 3-12 地絡点距離の算出結果 

Fig. 3-12. Estimation results of ground fault locations. 
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図 3-13 分岐点がある場合の地絡点推定の概念図 
Fig.3-13. Outline figure of detecting ground fault location. 

：Substation

ITSW1 ITSW2
ITSW3 ITSW4

：Arterial ITSW at On state

：Connection ITSW ：High voltage line

×

× ：Ground faults 
location

GP1

3.2.3.  分岐点を有する配電線への適用性評価 

図 3-13 に示すように地絡サージ電流の共振周波数とバンク静電容量から求
めたインダクタンスを用いて地絡点距離を推定する共振周波数方式では，地絡

点までの直線距離は推定できるが，配電線には複数の分岐点が存在するため，

複数の分岐点の中でどこが地絡点に該当するかを特定することはできないとい

う問題がある(28)。 

3.2.4.  地絡点の様相が地絡点推定に与える影響評価 

地絡点のインダクタンスが配電線立ち上がりから地絡点までの距離に影響を

与える理由を以下に示す。図 3-1 に示す配電線に地絡が発生した時の等価回路
は，交流印加時の RLC回路の過渡現象と等価となる。 
配電線立ち上がりから地絡点までの距離 Dgは，(3-16)式に示す fRと CBからイ

ンダクタンスを求め，求めたインダクタンスから配電用変電所の LSSと Lgをマ

イナスし(3-16)式の LHgを求め，高圧配電線の単位長さあたりのインダクタンス

l0で除すことにより算出する。ここで，(3-16)式の LSSは配電用変電所のインダク

タンス，Lgは地絡点のインダクタンスを表している。しかし，地絡発生時の Lg

の値は把握できないため，(3-16)式から LHgを算出することは困難となる
(28)。こ

のため，Lgの影響を受けない地絡点推定手法を検討する必要がある。 
 

gSS
BR

Hg LL
Cf

L 











1
2

1
2


 …….. (3-16) 
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3.3.  地絡点の様相に依存しない分岐点推定手法 

共振周波数方式には，配電用変電所から地絡点までの距離が地絡点の様相に

依存する，分岐線が複数存在する場合，地絡点を特定できないという課題があ

る。これらの課題を解決するための手法を以下で検討する。 
図 3-14からセンサ開閉器(a)から分岐点までのインダクタンス laを求めるため

には，la，lb，lx + Lgの 3つの未知数から laを求めなければならない。このため

には，3つの未知数に対し 3つの方程式を提案する必要がある。図 3-14に示す
ように，配電線立ち上がりと末端にセンサ開閉器(a)とセンサ開閉器(b)を設置し，
それぞれのセンサ開閉器から地絡点のインダクタンス Lgを含む La，Lbを求める

ことで Lgによらずセンサ開閉器(a)から地絡点に至る分岐点までの距離 daの算出

が可能となる。分岐点 BPは，図 3-14に示すようにセンサ開閉器(a)とセンサ開
閉器(b)を高圧線の幹線とし，その幹線から地絡点へ至る幹線上の地点として定
義する。 
センサ開閉器(a)の共振周波数方式から得られるインダクタンス La は(3-17)

式，センサ開閉器(b)の共振周波数方式から得られるインダクタンス Lb は(3-18)
式，センサ開閉器(a)と(b)の間の幹線のインダクタンス ltは(3-19)式となり，3つ
の連立方程式が成り立つ。センサ開閉器(a)から BPまでのインダクタンス laは，

これらの連立方程式を解くことにより(3-20)式となる。la を l0 で除すことで，

(3-21)式に示すようにセンサ開閉器(a)から地絡点に至る分岐点までの距離 da を

算出できる(28)。 
 

gxaa LllL   ……………………………………. (3-17) 
 

gxbb LllL   ……………………………………. (3-18) 
 

bat lll   ……………………………………. (3-19) 
 

2
bat

a
LLl

l


  ……………………………………. (3-20) 

 

0/ lld aa   ……………………………………. (3-21) 
 

ここで，l0は高圧配電線の単位長さあたりの作用インダクタンス，laは配電線

立ち上がりのセンサ開閉器(a)から分岐点までのインダクタンス，lbは配電線末端
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図 3-14 分岐点がある場合の地絡点推定の概念図(28) 
Fig. 3-14. Conceptual diagram of ground fault estimation with branch line(28). 

 

 

 

図 3-15 提案する手法の等価回路 
Fig. 3-15. Equivalent circuit of the proposed method. 
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のセンサ開閉器(b)から分岐点までのインダクタンス，lxは分岐点から地絡点まで

の線路インダクタンス，Lgは地絡点のインダクタンスを表している。 
センサ開閉器(a)から分岐点までの距離を求めるためにセンサ開閉器(a)ならび
にセンサ開閉器(b)から地絡点のインダクタンスを含むLaとLbの算出方法を以下

に示す。 
Laは(3-16)式から LSSを差し引くことにより求めることができ，la+lxに地絡点

のインダクタンス Lgを加えた値となる。 
Lbの算出方法を以下に示す。配電線末端のセンサ開閉器(b)から地絡点に流れ
る地絡サージ電流 Igtbは交流印加時の過渡現象であり図 3-15から(3-22)式で表さ
れる。Igtbは，(3-1)式と同様に指数関数の減衰項と振動項の積となる。 
 

tftII bbbggtb  2sin)exp(0   ……………………………………. (3-22) 
 

bbgb LRR 2/)(   ……………………………………. (3-23) 
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bb
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 ……………………………………. (3-25) 

 

ここで，tは時間，Igtbはセンサ開閉器(b)から地絡点に流れる過渡領域の地絡サ
ージ電流，Ig0bは t=0における Igtbの値，Cbは配電線末端のセンサ開閉器(b)に設
置する測定用コンデンサ，Rb は配電線末端から地絡点までの線路抵抗値を表し

ている。 
Lbは，(3-24)式から(3-25)式となる。ここで，センサ開閉器(b)から数 10kHz 程
度の地絡サージ電流を発生させるためには測定用コンデンサ Cbの設置が必要と

なる。以下で，ATPシミュレーションにより提案手法の検証を行う。 

図 3-16 のモデル配電線は地絡サージ電流波形測定用のセンサ開閉器(a)を配
電線立ち上がりの第 1 開閉器に，配電線の末端にセンサ開閉器(b)を設置し，幹
線亘長を 3000 mとし，センサ開閉器(a)から 1000 m，2000 mの地点に 1000 mの
分岐線を施設する。地絡点は，センサ開閉器(a)から 2000 m離れた分岐点 BPか
らの負荷側に 400 mの地点とする。また，センサ開閉器(b)から地絡点に流れ込
む放電電流の周波数が数 10 kHz程度となるように，センサ開閉器(b)に設置する
コンデンサ容量を 0.02 μFとする。 
電線は高圧配電線と共同接地線ともに絶縁電線 240 mm2として，一般的な電

柱への電線の配置条件である図 3-16に示すように配置し，高圧線地絡相の作用
インダクタンスの値は表 3-3の値を用いる。電柱には，200 m毎に 65 Ωの接地
抵抗値を施設する。 
著者の調査では地絡抵抗値 Rgは地絡様相により様々な値となり，高圧線が接

地極とつながっている腕金と接触した場合では数 Ω～50 Ω程度，変圧器の内部
の絶縁破壊では数 kΩ，樹木接触においてはギャップ性の様相となる。 
共振周波数方式は，Rgが高くなると(3-1)式の指数関数の減衰が大きくなりそ

の影響を受け放電電流の極大値が打ち消される。この結果，地絡点に流れる放

電電流の過渡領域における高周波の振動成分の極大値が表れなくなり，共振周

波数の算出ができなくなるため地絡点までの距離を求められない。このため，

Rgが低い高圧線が腕金等の接地帯へ接触した状態を模擬し，Rgが 10～50 Ωの範
囲で検討する。 
 また，著者等らの調査結果から，高圧線が接地帯に接触時した時の地絡波形

解析から求めた地絡点のインダクタンスLgは 0.8 mHとなる。この結果をもとに， 
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図 3-16  モデル配電線(28) 

Fig. 3-16. Ditribution line model(28). 
 

 

 
図 3-17  Da, Db, da.の設定値(28) 

Fig. 3-17. Setting value of Da, Db, da
(28). 
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Lgを 0.5，1.0，1.5，2.0 mHとしてシミュレーションを行う。 
 バンク静電容量 CBに関する著者の知見では，B種接地抵抗値から求めた CB

は 0.33～3.3 μF/相となる。共振周波数方式を適用するためには，地絡サージ電流
波形に高周波の振動成分が含まれていることが必要であり，このためには(3-2)
式より CBの値は小さい方が望ましい。よって，CBの分布で小さい値となる 0.5 
μF/相，1.0 μF/相，1.5 μF/相を想定して ATPシミュレーションを実施する。これ
らの中で地絡抵抗値 10～50 Ωの範囲で最も精度よく地絡点に至る分岐点を推定
できる CBを今後の検討で用いることとする。 
 図 3-17のモデルにおいて高圧線地絡相をR相に固定し，地絡抵抗値Rgを10 Ω, 
20 Ω, 30 Ω, 40 Ω, 50 Ω，バンク静電容量 0.5 μF/相，1.0 μF/相，1.5 μF/相の条件で
ATPを用いて配電線の地絡シミュレーションを実施する。地絡サージ波形の FFT
解析から地絡サージ電流の共振周波数を算出し，(3-16)～(3-25)式を用いてセン
サ開閉器(a)から地絡点までの距離 Da，センサ開閉器(b)から地絡点までの距離
Db，センサ開閉器(a)から分岐点までの距離 daを求める。 
 ここで，図 3-17 に示すように，配電線立ち上がりから地絡点までの距離 Da
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は Da=La/l0 ，配電線末端から地絡点までの距離 Dbは Db=Lb/l0となる。また，DaSV

はセンサ開閉器(a)から地絡点までの設定距離 2.4 km，DbSVはセンサ開閉器(b)か
ら地絡点までの設定距離 1.4 km，daSVはセンサ開閉器(a)から BPまでの設定距離
2.0 kmである。 

ATPシミュレーション結果を以下に示す。一例として，Rgが 30 Ω，バンク静
電容量 CBが 0.5 μF/相，1.0 μF/相，1.5 μF/相の条件で，センサ開閉器(a)とセンサ
開閉器(b)を通って地絡点へ放電される電流波形を図 3-18，FFT解析の結果を図 
3-19 に示す。 
図 3-18(a)から，センサ開閉器(a)から地絡点に流れる地絡サージ電流は CBが大

きくなると波高値と波高値の間の時間間隔（1周期の時間）が長くなり，図 3-19 
(a)から共振周波数は低周波側へシフトする。この理由は，(3-2)式から CBが大き

くなると fR が小さくなることで説明できる。1 周期の時間が長くなると，(3-1)

式より抵抗に依存する指数関数の減衰の影響を受け地絡サージ電流の高周波成

分の極大値が小さくなる。この結果，図 3-19 (a)のバンク静電容量 1.5 μF/相では
共振周波数に明確なピークが表れない。 
図 3-18(b)から地絡サージ電流は CBの大きさに依存しないで，地絡波形は同一

波形となる。これは，センサ開閉器(b)に設置した静電容量 0.02 μF/相がセンサ開
閉器(b)から地絡点までの静電容量となるためである。Cbは 0.02 μF/相であり，
バンク静電容量 0.5 μF/相，1.0 μF/相，1.5 μF/相と比較すると十分小さく，静電容
量が小さいと(3-24)式より極大値と極大値の間の時間が短くなる。このため，
(3-22)式の地絡抵抗値により決まる指数関数の減衰の影響を受けにくくなり地
絡サージ電流の波高値が周期的に明確に現れる。この結果，図 3-19 (b)に示す末
端からの地絡サージ電流の共振周波数に明確なピークが現れる。全てのシミュ

レーション条件において，Da, Dbを算出した結果を図 3-20に示し，daを算出し

た結果を図 3-21に示す。図 3-20より，バンク静電容量が 1.0 μF/相，1.5 μF/相
の場合，地絡抵抗値 Rgが 40 Ω以上で FFTの明確なピーク見出せなくなるため，
Daは算出できない。これは，Rgが大きくなると(3-22)式の指数関数の減衰の影響
を受け地絡サージ電流の波高値と波高値の間の時間間隔が現れず，FFT による
共振周波数の明確なピークが見出せなくなるためである。Rg が 10 Ω と比較し
て，Rgが 20 Ω，30Ωの場合に Daと設定距離との乖離が大きくなる要因も同様に

(3-22)式より Rgが大きくなると指数関数の減衰の影響を受け FFT の共振周波数
の明確なピークが現れなくなり，正確な共振周波数の値を算出できなくなるた

めである。Dbについては，(3-25)式の Cbはセンサ開閉器(b)に設置された静電容
量であり CBの影響を受けないため，設定値に近い値を算出できる。図 3-21 か
ら，daを精度よく求められる条件は，CBが 1.0 μF/相，1.5 μF/相の場合，Rgが 30 
Ω以下となるが，CBが 0.5 μF/相の場合，Rgは 40 Ω以下となる。 
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(a) Discharging current from ITSW(a) 

 

 

(b) Discharging current from ITSW(b) 
 

図 3-18  Rg =30 Ωでの放電電流のバンク静電容量依存性(28) 
Fig. 3-18. Discharging current dependence of capacitance at Rg=30 Ω(28). 
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(a)  FFT results from ITSW(a) discharge current 
 

 
(b)  FFT results from ITSW(b) discharge current 

図 3-19 Rg=30 Ωにおけバンク静電容量による放電電流の FFT解析結果(28) 
Fig. 3-19. FT results for Discharging current dependence of capacitance  

at Rg=30 Ω(28). 

よって，地絡点のインダクタンスをパラメータとするシミュレーションにおけ

るバンク静電容量は，地絡抵抗 Rg が 10～40 Ωの範囲で daを概ね誤差ゼロで推

定できる 0.5 μF/相とする。 
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図 3-20  Da, Dbの Rgと CBとの依存性 
Fig. 3-20. Rg and CB dependence of Da, Db. 

 

 
図 3-21  daの Rgと CBとの依存性 
Fig. 3-21. Rg and CB dependence of da. 
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3.4. 地絡点のインダクタンスが分岐点推定に与える影響評価 

バンク静電容量 0.5 μF/相，地絡抵抗値 Rg を 20 Ω, 30 Ω, 40 Ω，地絡点のイン
ダクタンス Lgを 0.0 mH, 0.5 mH, 1.0 mH, 1.5 mH, 2.0 mHと変数として，ATPシミ
ュレーションで地絡を発生させセンサ開閉器(a)とセンサ開閉器(b)から地絡点へ
流れる地絡サージ電流波形を求めた。得られた波形をもとに(3-16)から(3-25)式
を用いて Da，Db，daを算出する。 
バンク静電容量が 0.5 μF/相，Rgを 30 Ωとし Lgが 0 mH，1.0 mH，2.0 mHの条
件のもと，センサ開閉器(a)とセンサ開閉器(b)から地絡点へ流れる地絡電流波形
を図 3-22 (a)(b)，地絡電流波形の FFTの解析結果を図 3-23 (a)(b)に示す。 
図 3-22 (a)(b)の結果は，Lgが大きくなるとともに極大値と極大値の間の時間が

長くなる，すなわち周期が長くなることを示している。図 3-23 (a)(b)の FFT解
析の結果も図 3-22 (a)(b)の地絡波形からわかるように地絡点のインダクタンス
が大きくなると共振周波数のピークが低周波側にシフトする。この要因は，

(3-16)式と(3-25)式の分母のインダクタンスが大きくなると共振周波数の値が小
さくなるためである。 
図 3-24 は，実施した全てのケースのシミュレーション結果から求めた Da，

Dbを示している。図 3-24 より，Da，Dbは Lgが大きくなると設定距離と比較す

ると長く算出される。この要因は，Lg が大きくなると(3-16)式と(3-25)式の分母
が大きくなるが，分子の値は一定であるため共振周波数が小さくなり低周波側

へシフトするためである。 
次に，図 3-25 は算出した Da，Db を用いて(3-21)式より daを算出した結果を

示している。図 3-25から Rgが 20 Ωの時，Lgが 1.0 mH以下では 10%以下の誤
差で地絡点に至る分岐点を推定でき，Lgが 1.0 mH超過では 20%以内の誤差で地
絡点に至る分岐点を推定できている。一方で，Rgが 30 Ω，40 Ωと大きくなると
共に分岐点の推定精度は低下する傾向にある。Rgが 30 Ωにおいて，Lgが 2.0 mH
の時の誤差は約 30 %，Rgが 40 Ωにおいては，Lgが 2.0 mHの時の誤差は約 40 %
となる。地絡点に至る分岐点の推定誤差が大きくなる理由は，図 3-26 に示すよ
うに Lgが一定の条件のもと地絡抵抗値が高くなると(3-1)式の指数関数の減衰が
大きくなり，センサ開閉器(a)から地絡点に流れる地絡サージ電流の極大値のピ
ークが不明確となり，FFT の結果から得られる共振周波数のピークが低周波側
へシフトするためである。 
地絡点に至る分岐点の推定精度は，地絡抵抗値とバンク静電容量が比較的小

さい条件においては，地絡点のインダクタンスに影響を受けず，精度よく地絡

点に至る分岐点を推定できることが分かる(28)。 
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 (a)  Discharging current from ITSW(a). 
 

 

(b)  Discharging current from ITSW(b). 
 

図 3-22  Rg=30 Ω と 0.5 μF/phaseにおける放電電流の 
地絡点インダクタンス依存性(28) 

Fig. 3-22. Discharging current dependence of Lg  
at Rg=30 Ω and 0.5 μF/phase(28). 
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(a)  FFT s from ITSW(a) discharge current. 

 

 

(b)  Discharging current from ITSW(b). 
 

図 3-23  Rg=30 Ωと 0.5 μF/phaseにおける 
地絡点インダクタンスに依存する放電電流の FFT解析結果(28) 

Fig. 3-23. FFT results for discharging current dependence of Lg  
at Rg=30 Ω and 0.5 μF/phase(28). 
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図 3-24 Da, Dbの Rgとインダクタンスとの依存性
(28) 

Fig. 3-24. Rg and inductance dependence of Da and Db
(28). 

 

図 3-25 daの Rgとインダクタンスとの依存性
(28) 

Fig. 3-25. Rg and inductance dependence of da
(28). 
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図 3-26 ITSW(a)からの放電電流の地絡抵抗依存性(28) 
Fig. 3-26. Resistance dependence of discharge current at ITSW(a) (28). 

3.5. 結言 

本章では，共振周波数方式の問題点である， 
(1)高圧配電線の健全相のインダクタンスが地絡相のインダクタンスに与える影
響評価 

(2)共振周波数方式から得られるインダクタンスの根拠 
(3)分岐点が多数存在する配電線では地絡点は直接推定不可であること 
(4)地絡点のインダクタンスが地絡点推定に与える影響 
について検討を行った。 

(1)の高圧配電線の健全相が地絡相に与える影響評価は，高圧線地絡相の作用
インダクタンスは自己インダクタンスと地絡点距離の積の値と比較すると全体

的に小さくなる傾向にあり，地絡点距離に対応する自己インダクタンスの値と

比較して 0.95～1.1程度の範囲となる。 
この結果は，高圧線地絡相の作用インダクタンスは地絡点距離に対応する自

己インダクタンスの値を基準として求めた地絡点距離に対して最大で 5 %程度
短く推定することを示している。 

(2)の共振周波数方式から得られるインダクタンスの根拠として，共同接地線を
有する配電系統で地絡が発生した時，地絡サージ電流の共振周波数とバンク静

電容量から求めたインダクタンスが，Case1：センサ開閉器から地絡点までのイ
ンダクタンスとなる場合，Case2：センサ開閉器から地絡点と地絡点から共同接
地線の No1までの自己インダクタンスの和となる場合，Case3：Case2に高圧配
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電線と共同接地線との間の相互インダクタンスを考慮した高圧線と共同接地線

の作用インダクタンスの和となる場合，Case4：Case1 に加え共同接地線のイン
ダクタンスを集中定数として表す場合の 4 つのケースについて検討した。その
結果，高圧配電線地絡相と共同接地線との相互インダクタンスを考慮した作用

インダクタンスである Case3 が一致し，本章でのシミュレーション結果では，
高圧配電線地絡相の作用インダクタンスは高圧配電線地絡相の自己インダクタ

ンスの約 0.8倍となる。 
(3)の分岐線が存在する配電線において地絡点を特定できない問題と，(4)の地

絡点の様相が地絡点距離に与える影響を回避するために，配電線立ち上がりと

末端にセンサ開閉器を設置することで，地絡点の様相に依存しないで地絡点に

至る分岐点を推定する手法を提案した。著者が提案した地絡点のインダクタン

スに依存せずに配電線の立ち上がりから地絡点に至る分岐点までの距離を推定

できる手法の評価を，ATPシミュレーションで検証した。 
センサ開閉器(a)と測定用コンデンサを設置したセンサ開閉器(b)から地絡点に

流れる地絡サージ電流の FFT 解析から求めた共振周波数を用いて地絡点を含む
インダクタンスを算出した。求めたインダクタンスとセンサ開閉器(a)からセン
サ開閉器(b)までの幹線のインダクタンスと組み合わせることで，バンク静電容
量 0.5 μF/相の条件のもと，地絡抵抗値と直列につながる地絡点のインダクタン
スが 0～1.0 mHの範囲において，地絡抵抗値が 20 Ωの場合には推定誤差 10 %程
度で分岐点を特定できることを示した。この結果は，著者が提案した地絡点に

至る分岐点推定手法の妥当性を示している。また，同様の条件で地絡抵抗値 30 Ω
の場合には推定誤差約 20 %，地絡抵抗値 40 Ωの場合には推定誤差約 50 %とな
ることがわかった。 
地絡抵抗値が大きくなると分岐点の推定精度が低下する要因については，地

絡抵抗値が大きくなると指数関数の減衰の影響を受け，センサ開閉器(a)から地
絡点に流れる過渡領域の共振周波数の算出精度が低下するためであることを確

認した。 
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第4章. 配電線模擬装置の開発と提案手法の検証 

4.1.  序言 

第 3 章にて配電線立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器を幹線として地
絡点に至る分岐点を推定する手法の理論構築とシミュレーションによる検証を

行い，ATP シミュレーションによりその妥当性を確認した。実配電系統に本手
法を適用するには，ATP シミュレーションでの検証では評価が十分に行われて
いるとはいえない。また，実規模大の試験設備を用いた検証は試験日数や作業

員を多数必要とするためコストを要し日数も限られ，実用性評価に必要な全て

のパターンの試験を行うことは困難である。 
そこで本章では，上の課題に対し地絡点推定手法を簡易に評価できる装置の開

発を目的に，配電線の高抵抗接地方式や同一バンク内の他配電線の影響を組み

込み，配電線を抵抗，インダクタンス，キャパシタンスで模擬し配電線の長さ

を任意に変更できる配電線模擬装置（以下 模擬装置）を開発した(34)。この模

擬装置を用いる実験で取得される地絡電流・電圧波形の再現性の観点から，模

擬装置を用いて地絡点推定を検討することの妥当性を評価する。また，著者が

提案する配電線立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器を幹線とする地絡点

に至る分岐点推定手法の妥当性も検証する(38)。 

4.2.  模擬装置の概要 

高圧配電線は三相三線式，高圧線の対地電圧は実効値 3810 V，線間電圧の実
効値は 6600 V，配電用変電所の接地方式は中性点接地抵抗値 10 kΩとなる。 
また，地絡波形を用いて地絡点推定を行う場合，同一配電用変電所内の他配

電線の対地静電容量を考慮する必要がある。これらの条件を反映した模擬装置

の開発を行う。 

4.2.1.  配電線のモデル化 

図 4-1に模擬装置の等価回路を示す。電源電圧は三相 200 Vを Δ-Y結線の変
圧器で昇圧し模擬装置の線間電圧を最大 3300 V，中性点接地抵抗値を 10 kΩ，
電線類は立ち上がりの地中ケーブルを CVT500 mm2で 500 m（以下 ケーブル），

高圧線を OC電線 150 mm2（以下 OC電線）で最長 5100 mとして，同一配電
用変電所内の他配電線の影響を考慮するために 4 配電線を設置している。地絡
電圧・電流波形の解析に用いる配電線は分布定数回路で模擬し，他配電線の影

響を考慮するための４配電線は集中定数として模擬する。 
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図 4-1 配電線の等価回路(34) 
Fig. 4-1. Distribution line simulator equivalent circuit(34). 
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4.2.2.  配電線の模擬方法 

地絡電流の伝搬を解析する際，商用周波程度の周波数帯であれば配電線路を集

中定数として模擬し地絡現象を把握できる。一方，数MHz帯のサージ伝搬を対
象とする場合，分布定数として取り扱う必要がある。模擬装置は，時間やコス

トの観点から 1 MHz程度までのサージ伝搬を解析できる構成となっている。具
体的には，模擬配電線長を最長 5100 mとして，1 MHzのサージ伝搬を想定した
ケースでは，1MHzのサージに対する波長は 300 m(c=fλ，c：光速 3×108 m/s，f：
周波数 1 MHz，λ：波長)となり，解析に用いる模擬装置の配電線亘長 5100 mと
比較して十分に短くなるため，分布定数として扱う必要がある。分布定数回路

の模擬方法として，配電線を抵抗，インダクタンス，キャパシタンスを用いて π
型回路を構築し多段に接続することで良く模擬できることが知られている。こ

の多段に接続する π型回路の回路定数は，模擬を行う波長の 1/10の回路定数に
合わせて算出すれば良いことが示されている(35)。そのため架空線は 30 m毎に π
型回路で模擬している。ただし，架空部分に限定した解析を行うため，配電線

立ち上がりのケーブルは集中定数で模擬する。 
OC電線とケーブルの線路定数は周波数 10kHzの計算条件でATP/EMTPの πモ
デルを用いた Cable Parameterサブルーチンで求めた。OC電線 300 m，ケーブル
500 mの線路定数の算出結果を表 4-1に示す。OC電線の模擬は，分布定数のサ
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図 4-2 架空配電線の 300 m単位の模擬(34) 
Fig. 4-2 Outside drawing of 300 m unit in simulated open wire  

distributed constant circuit(34). 
 

表 4-1 ATPから求めた線路定数(34) 
Table 4-1. Line constant estimated by ATP(34). 

 

 OC150 mm2 300 m CVT500 mm2 500 m 

Resistance(Ω) 2.5 1.38 

Inductance(mH) 0.54 0.034 

Capacitance(μF) 0.00208 0.222 

 

ージ伝搬を解析できるように 30 m単位でインダクタンスとキャパシタンスを用
いて集中定数ユニットを構築し，図 4-2に示すように 10ユニットを 1つの組と
して 300 mの OC電線とした。これらを直列接続することで，高圧配電線の亘長
を変更できる構造となっている。図 4-2に示すように，キャパシタンスは底部
の金属帯と接続し，各ユニットを接続する際，これらの金属帯を相互に接続で

きる構造としており，この金属帯が模擬装置の接地帯となっている。 

4.2.3.  模擬配電線の伝搬特性 

模擬装置の OC電線の周波数特性を把握するために，三相分の分布定数ユニッ
トを 17個直列に接続することで 5.1 kmの高圧配電線路を構築し，図 4-3に示す
ように一方の末端に特性抵抗 500 Ω の整合抵抗を設置し他端からファンクショ
ンジェネレータにより電圧を印加することで電線部分の伝搬特性は評価された。

印加電圧の周波数を 50 Hz，1 kHz，10 kHz，100 kHzとし，これらの地点におけ
る波高値の最大値と最小値の電圧差を測定して，線路長に対する印加点におけ

る電圧の減衰率を測定した。測定結果は図 4-4 に示すように，印加点からの距
離が長くなると減衰率は大きくなる。さらに印加電圧の周波数を高くするとと

もに減衰率が大きくなる結果が得られた。また，U,V,W 相の減衰率を比較した

結果，ほぼ同じ減衰特性を有していることが分かる(34)。 
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図 4-3 線路特性の測定回路(34) 
Fig. 4-3. Measurement circuit of line characteristics(34). 

 

 

図 4-4 減衰特性の周波数依存性(34) 
Fig. 4-4. Frequency dependence of propagation characteristics(34). 
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4.2.4.  放電性地絡の模擬構築 

放電性地絡の模擬を目的に，針ギャップを使用した放電性模擬装置を作製し

た。作成した放電性模擬装置の写真を図 4-5 に示す。空気圧でギャップ間隔は
任意の値に調整でき，放電性地絡の模擬が可能となる。ギャップの設定間隔は

0.5～30 mmの範囲で調整できる。電圧が印加されている状態で放電性模擬装置
の針の距離を接近させることで放電性地絡は発生する。 

4.2.5.  模擬装置の全体図 

模擬装置の全体写真を図 4-6に示す。印加できる電圧の最大値は3.3 kVあり，
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図 4-5 放電ギャップの模擬(34) 
Fig. 4-5. Outside drawing of needle shape gap(34). 

 

 

図 4-6 模擬装置の全体図(34) 
Fig.4-6. Whole outside drawing of simulated distribution line(34). 

架空線 OC150mm2 300 mを 1ユニットの分布定数として模擬しており地絡点ま
での線路長を任意に設定することができ，他の 4 配電線は集中定数で模擬して
いる。地絡点は針ギャップ，接地は金属板をつなぎ合わせることで模擬し，外

部要因に影響を受けず再現性のある地絡波形が得られるように構築されている
(34)。 

4.2.6.  模擬装置の評価 

集中定数ユニットの数をパラメータとして，高圧配電線に放電性地絡が発生

した際の高圧配電線各相の電圧と電流の大きさと形状，地絡波形の過渡領域に

生じる高周波成分の特性把握から模擬装置が地絡点推定の検証に利用できるか
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図 4-7 地絡電流測定システム(34) 
F ig. 4-7. Ground fault current measurement system(34). 
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の評価を行う。 
地絡試験に用いる配電線は，図 4-7 に示すように評価対象の高圧配電線を亘
長 5.1 kmの分布定数として，他の４配電線は集中定数として模擬する。地絡抵
抗を 13 Ωとして放電性地絡装置のギャップを接近させることで放電性地絡を発
生させ，地絡発生時の電圧・電流波形を測定する。 

4.2.7.  電圧特性評価 

配電線に 1 線地絡が発生した際，健全相 2 相の電圧は地絡発生前の対地電圧
の約√3倍となる(36)。U相で放電性地絡が発生した際，送り出し点にて測定した
電圧波形を図 4-8に示す。図 4-8より，地絡相 Uの電圧はゼロに近い値となり，
地絡発生後の W 相の電圧は地絡発生前の 1.90 倍，V 相では地絡発生前の 1.76
倍となり，V, W相共に地絡時の電圧は√3倍より若干大きい値となる。 
地絡時にW相よりも V相の電圧が大きくなる理由は，(4-1)式から導くことが
できる(37)。電力系統では通常，X1>0，R0，R1>0 となり，非接地系統や高抵抗接
地系統では，零相インピーダンスは容量性で X0<0であるから(4-1)式は VV>VWと

なる(37)。 
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図 4-8 地絡相と健全相の電圧波形(34) 
Fig. 4-8. Voltage wave form of the fault-phase and sound-phase (34). 

ここで，R0は零相抵抗，R1は正相抵抗，X0は零相インピーダンス，X1は正相

インピーダンスを表している。 
これらの結果から，模擬装置で地絡を発生させた時，模擬装置で測定される

電圧は概ね妥当な特性を有することを確認できた(34)。 

4.2.8.  電流特性評価 

U 相に地絡を発生させた時の地絡点での地絡電流波形を図 4-9 に示す。地絡
電流波形は，地絡発生直後の高周波成分を含む過渡領域と商用周波数の電流の 2
つの領域から構成される。地絡電流波形は，それぞれの領域に関係する理論か

ら得られる値と比較し，妥当性を検証する(34)。 

4.2.9.  共振周波数に関する評価  

 高圧配電線は非接地（等価中性線抵抗 10 kΩ）の 3相 3線式であり，1つの配
電用変電所から複数の配電線が引き出されている。配電線地絡時に発生する電

流波形に含まる高周波成分の共振周波数は(4-2)式で与えられる。(4-2)式より，
共振周波数 fRは同一配電用変電所内の配電線の対地静電容量の和となるバンク

静電容量 CBと地絡点までのインダクタンス Lに依存する。このため，模擬装置
は当該配電線を除く他配電線の対地静電容量も考慮している。 
 

 
B

R LC
f

2
1

  ………………………………………………. (4-2) 
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図 4-9 地絡点における R相の地絡電流波形(34) 
Fig. 4-9. Current wave form of the fault-phase in phase R  

at ground fault location(34). 
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地絡発生時に生じる高周波成分を含む地絡電流の周波数解析を行った結果の

一例を図 4-10に示し，1 kHz近傍に共振周波数が現れていることがわかる。 
バンク静電容量をパラメータとして，実験から求めた共振周波数と(4-2)式か
ら算出した共振周波数の関係を図 4-11に示す。実験値から求められる共振周波
数は(4-2)式から算出される値と比較して高くなる。バンク静電容量を 1/3として
(4-2)式から共振周波数を算出すると，図 4-11に示すように実験と(4-2)式から求
められる共振周波数は概ね一致する。模擬装置を用いた実験値と(4-2)式から得
られるバンク静電容量と共振周波数の傾向は一致しているが(34)，模擬装置を用

いて地絡点推定を行うためには，実験と(4-2)式から求められる共振周波数の乖
離要因を明確にする必要がある。 

4.2.10. バンク静電容量と充電電流との関係性評価 

配電線地絡時に発生する充電電流の大きさ I0は，(4-3)式により与えられる(29)。 
 

BCEI 0  ……………………………………. (4-3) 
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図 4-10 地絡点における地絡電流波形の FFT解析結果(34) 
Fig. 4-10. FFT analysis results of ground fault current at ground fault location(34). 

 

図 4-11 共振周波数の静電容量依存性(34) 
Fig. 4-11. Capacitance dependence of resonance frequency(34). 

 

ここで，ωは 2πf，fは周波数で 50 Hz，CBはバンク静電容量，Eは対地電圧 1900 
Vを表している。 
図 4-9に示す I0は零点からの絶対値とした。バンク静電容量をパラメータとし
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図 4-12 放電電流のの静電容量依存性(34) 
Fig. 4-12. Capacitance dependence of discharge current(34). 

 

       

 (a) equivalent circuit     (b) I0 wave form  
(a)地絡点の等価回路     (b)地絡波形 

図 4-13 地絡の等価回路と絶縁物を介した等価回路(16) 
Fig. 4-13. Ground fault location equivalent circuit and 

I0 wave form of insulator contamination(16).  
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て実験から求めた I0と理論式から求めた I0との関係を図 4-12 に示す。図 4-12
より，実験から得られた I0は CBに比例して増加する傾向にあり，(4-3)式と一致
する。CBが大きくなるとともに，実験と(4-3)式から算出した I0の乖離は大きく
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図 4-14 試験回路(38) 
Fig. 4-14. Test circuit(38). 

なるが，概ね妥当な特性が得られている。 

4.2.11. 模擬装置と実現場で得られた地絡波形の比較評価 

参考文献(16)に示されている地絡電流波形と，模擬装置において地絡時に発生
する地絡波形との比較を行う。図 4-13(a)に汚損碍子の地絡点インピーダンスの
等価回路，図 4-13 (b)には汚損碍子を用いた実験での I0波形を示す

(16)。 
地絡模擬装置の地絡点インピーダンスとして，針ギャップに直列に 13Ω の抵

抗を接続して地絡実験を行い，取得した地絡電流波形を図 4-9 に示す。図 4-9
と図 4-13(b)との比較から，模擬装置から得られた I0波形は汚損碍子の I0波形の

ように三角波と高周波成分を含む針状波が重なりあった波形となっており，地

絡電流波形の再現性の観点から類似性が確認できる(34)。 

4.3. 共振周波数方式への適用性評価 

 本節では，模擬装置の地絡点推定への適用性を評価する。 

4.3.1.  試験回路 

模擬装置の回路構成を図 4-14 に示す。OC 電線の亘長は 5.1 km，他配電線を
模擬するための地中ケーブルを集中定数として 4回線（表 4-1の CVT500 mm2）

設置し，地絡点距離 Dgは OC電線の立ち上がりから 2.1 km，2.4 km，2.7 km，
3.0 km，3.3 kmと設定する。測定用コンデンサ CM1は，OC電線立ち上がりから
1.8 km，測定用コンデンサ CM2は 3.6 km，測定用コンデンサ CMbは OC電線の末
端となる 5.1 km の箇所に設置した。本検討では実現場での適用を見据え，配電
線の広い範囲をカバーできるように OC 電線立ち上がりのバンク静電容量を起
因とした地絡サージ電流と架空線末端に設置した CMb から放電される地絡サー

ジ電流を用いて地絡点までの距離を推定する。すなわち，図 4-14に示す OC電
線立ち上がりに設置したセンサ開閉器(a)と末端に設置したセンサ開閉器(b)で地
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表 4-2 CMbとサンプリング周波数の関係
(38) 

Table 4-2.  The relation between CMb capacitance and sampling frequency(38). 
 

Capacitance(nF) 10 40 110 

Sampling Frequency(kHz) 340 170 110 

 

 

絡サージ電流波形を測定し，地絡点までの距離を推定する。ここで，測定用コ

ンデンサは架空線に対して並列に接続されており，CMbからの地絡サージ電流の

流れは，図 3-15 より CMbから地絡点と大地を介し，CMbの接地極から CMbに帰

路する。このため，センサ開閉器(b)は CMbから放電される地絡サージ電流のみ

を測定しているため， CM1と CM2の影響を受けない。 
まずは試験条件を簡易にするため，バンク静電容量 CBは地絡配電線と地中ケ

ーブルで模擬した 4配電線の静電容量の合計値 3.3 μF，地絡抵抗値 Rgは 0 Ω，
地絡点のインダクタンス Lgは 0 mHとした。 

4.3.2.  測定用コンデンサの容量選定 

測定用コンデンサ CMbを他配電線との連系点に設置する場合，CMb容量は地絡

時の地絡電流を抑制する観点から小さいほうが望ましい。一方で，CMb容量を小

さくすると，(3-25)式より CMbから放電される地絡サージ電流の共振周波数が高

くなり，高い周波数を測定できるセンサの設置が必要となる。地絡サージ電流

の伝送システムを含めた測定システムに関する詳細な検討は実施していない

が，CMb容量が小さければセンサ開閉器(b)から地絡点に流れる地絡電流の共振周
波数が高くなり大容量の波形データの伝送が必要となるため高コストな設備構

築となる。これらの条件を考慮して CMb 容量を選定する必要があり，本検討で

は，CMb容量を小容量の 10 nF, 中間容量の 40 nF, 大容量の 110 nFの 3種類を候
補として検討を行う。 
ここで，CMb容量によりセンサ開閉器に必要とされるサンプリング周波数を算

出する。(3-25)式は CMbから地絡点までの距離が短い（インダクタンスが小さい）

場合，共振周波数が高くなることを表している。配電線末端のセンサ開閉器(b)
に設置した CMbから 50m 離れた個所（CMbから電柱 1~2 基離れた個所）の地絡
点を推定できる条件のもと，各 CMb 容量に対して共振周波数を測定するために

求められるサンプリング周波数を算出した。さらに，高速フーリエ変換を行う

ために必要なサンプリング周波数を共振周波数の 2 倍とし，必要となるサンプ
リング周波数を算出した結果を表 4-2に示す。 
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 (a) Igbの放電電流波形 

(a)Discharge current wave form of Igb. 

 

(b) Igbの FFT結果 
(b) FFT results of Igb. 

図 4-15  Igbの放電電流波形と FFT解析結果(38) 
Fig. 4-15. Discharge current wave form and FFT results of Igb

(38). 

4.3.3.  測定結果の評価 

 試験結果の一例として，CMb容量が 10 nF で地絡点位置がセンサ開閉器(a)から
2.1 km，2.7 km，3.3 kmにおける地絡サージ電流波形を図 4-15 (a)に示し，FFT
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表 4-3 各種パラメータの算出結果(38) 
Table 4-3. Estimated results of parameters(38). 

 

 

2.1(km) 2.4(km) 2.7(km) 3.0(km) 3.3(km)
L la (mH) 3.81 4.35 4.89 5.43 5.97
L a (mH) 1.02 1.16 1.28 1.44 1.57
L lb (mH) 5.40 4.86 4.32 3.78 3.24

L b-10nF (mH) 11.26 9.42 7.65 5.91 4.63
L b-40nF (mH) 7.65 6.59 5.64 4.63 3.58
L b-110nF (mH) 7.53 6.33 5.29 4.45 3.45

解析の結果を図 4-15 (b)に示す。図 4-15 (b)の FFT解析の結果から，CMbに設置

したセンサで測定された地絡サージ電流の共振周波数 fRbは，センサ開閉器(a)か
ら地絡点までの距離が長くなると高周波側にシフトする。これは，センサ開閉

器(a)から地絡点に至る距離が長くなると OC 電線末端に設置した CMbから地絡

点までの距離が短くなることでインダクタンス Llbが小さくなり，fRbは(3-25)式
より高くなる。センサ開閉器(a)から地絡点までの距離と測定用コンデンサの容
量を変数として地絡点距離 Dgの推定精度を評価する。ここで，センサ開閉器(a)
から地絡点までのインダクタンスの設定値を Lla，センサ開閉器(b)から地絡点ま
でのインダクタンスの設定値を Llb，センサ開閉器(a)からの地絡サージ電流 Iga

の共振周波数 fRaとバンク静電容量 CBから求めたインダクタンスを La，センサ

開閉器(b)の測定用コンデンサ CMbから地絡点に流れる地絡サージ電流 Igbの共振

周波数 fRbと CMbの容量から求めたインダクタンスを Lbと記載する。測定結果の

図への表記は，CMb容量 10 nF，40 nF，110 nFに対応する容量をグラフ上に示す
凡例の末端に記載する。表 4-3に Lla，La，Llbと CMb容量が 10 nF，40 nF，110 nF
における Lbを示す。表 4-3から，Llaと La，Llbと Lbの値が乖離する結果となり，

LlaとLaの誤差はDg=3.3 kmの設定値で最大 4.40 mHとなり距離換算で約 2.4 km，
Llbと Lbの誤差は CMb容量 10 nFの時に Dg=2.1 kmの設定条件において最大 5.86 
mHとなり距離換算で約 3.3 kmとなる。 

4.3.4.   乖離要因と補正式の検討 

Laと Llaの差 LMa，Lbと Llbの差 LMbの発生要因を解明するために，測定用コン

デンサ CMbの容量毎に Llaと LMa，Llbと LMbの関係を図 4-16に示す。図 4-16か
ら，Llaと LMaは，Llaが大きくなると LMaは負に大きくなる関係にある。Llbと LMb

は，Llbが大きくなると LMbは正に大きくなる関係にある。これらの結果は，模

擬装置は同じ値のインダクタンス素子を用いて構築しているにも関わらず CBや

CMb の値により単位長さあたりのインダクタンスが変化していることを示して
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図 4-16 Ll と Lha, Lhb.の関係(38) 

Fig. 4-16. The relation between Ll and Lha, Lhb
(38). 

いる。地絡発生時の等価回路は図 3-1から RLCの過渡現象となり，地絡サージ
電流の共振周波数とバンク静電容量を用いて(3-2)式から求められるインダクタ
ンス値はセンサ開閉器(a)から地絡点までのインダクタンス値と等しくなる。ま
た，著者が配電線立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器を幹線とする分岐

点を推定するために行った ATPシミュレーションでは，CBを 1.5 μF，3 μF，4.5 
μF，CMbを 20 nFの条件で，架空線の単位長さあたりの作用インダクタンスを l0

として，地絡サージ電流の共振周波数とバンク静電容量から算出したインダク

タンスを l0で除すことにより地絡点を推定できる結果を得ている
(28)。図 3-1 に

示すRLCの過渡現象と著者が行ったATPシミュレーションの結果から判断する
と，LMaと LMbはゼロとなる。 

LMaと LMbが発生する要因を解明するために，模擬装置に使用しているインダ

クタンス素子の特性を調査する。模擬装置に用いているインダクタンス素子は

外部からのノイズを遮蔽するためにコイル部分が遮蔽されているシールド素子

を用いている。シールド素子の特徴として，インダクタンス素子を流れる電流

の周波数に応じた誘導現象を起因とした渦電流がシールドに発生する。このシ

ールドの渦電流とインダクタンス素子との相互インダクタンスにより，インダ

クタンス値が変化することが示されている(39)。このため，Laと Llaの差 LMa，Lb

と Llbの差 LMbが生じるとの結論に至った。 

センサ開閉器(a)と(b)に流れる地絡サージ電流の共振周波数から地絡点を推定
するためには， LMaと LMbをゼロにする必要がある。このためには，LMaと LMb
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表 4-4 Lla-cal と Llb-cal.の計算結果(38) 
Table 4-4. Calculated results of Lla-cal and Llb-cal

(38). 
 

 

 
2.1(km) 2.4(km) 2.7(km) 3.0(km) 3.3(km)

L la (mH) 3.78 4.32 4.86 5.40 5.94
L la-cal (mH) 3.79 4.34 4.80 5.43 5.95
L lb (mH) 5.40 4.86 4.32 3.78 3.24

L lb-cal (mH) 5.44 4.85 4.28 3.72 3.31

に対して 2 つの方程式が必要となる。1 つは，Laと Llaの差を LMaと定義したこ

とから数式化される(4-4)式，Lbと Llbの差を LMbと定義したことから数式化され

る(4-5)式となる。 
 

Malaa LLL   ……………………………………. (4-4) 
 

Mblbb LLL   ……………………………………. (4-5) 
 

さらに，LMaと Lla，LMbと Llbの関係式を求めることができれば LMaと LMbに依

存しないで直接地絡点を推定するための関係式を構築できる。図 4-16 から Lla

とLMaの関係とLlbとLMb の関係が直線となることを用いて求める， LlaとLMa の
関係を(4-6)式，CMbが 10 nFの時の Llbと LMb の関係式を(4-7)式に示す。(4-6)式
と(4-7)式を求める際の決定係数は 0.99以上である。 
 

0574.0745.0  laMa LL  ……………………………………. (4-6) 
 

644.5106.2  lbMb LL  ……………………………………. (4-7) 
 

センサ開閉器(a)から地絡点までの距離 Llaは，(4-6)式を(4-4)式に代入して得ら
れる(4-8)式から求められる。また，センサ開閉器(b)から地絡点までの距離 Llbは

(4-7)式を(4-5)式に代入して得られる(4-9)式から求められる。(4-8)式から求めた
Llaを Lla-cal，(4-9)式から求めた Llbを Llb-calとして，これらの値を表 4-4に示す。
表 4-4から，Llaと Lla-cal，Llbと Llb-calの差は最大で 0.07 mHとなる。これらの結
果から LMaと LMbの影響をキャンセルできることがわかる

(38)。 
 

255.0
0574.0

 a
la

L
L  ……………………………………. (4-8) 
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106.2
644.5

 b
lb

L
L  ……………………………………. (4-9) 

 

同様の方法で，CMb容量が 40 nF と 110 nF の場合において，Llb-40nFと Lb-110nF

の関係式を(4-10)式，Llb-110nFと Lb-110nFの関係式を(4-11)式に示す。 
 

871.1
465.240

40


 



nFb
nFlb

L
L  ……………………………………. (4-10) 

 

860.1
620.2110

110


 



nFb
nFlb

L
L  ……………………………………. (4-11) 

 

全てのケースにおいて，(4-8)式から(4-11)式を用いて OC電線立ち上がりから
地絡点までの距離を計算した結果と設定値とを比較し，計算値と設定値の誤差

を算出する。ここで，便宜上，センサ開閉器(b)から地絡点までの Llbをセンサ開

閉器(a)から地絡点までのインダクタンス Llbbに置き換える。図 4-17 から，Llbb

はセンサ開閉器(a) とセンサ開閉器(b)の間のインダクタンス L0 からセンサ開閉

器(b)から地絡点までのインダクタンスをマイナスした値となり，(4-12)式で表さ
れる。 
 

lblbb LLL  0  ……………………………………. (4-12) 
 

Llaから求めた地絡点までの距離を Da，Llbbから求めた地絡点までの距離を Db

として末尾に測定用コンデンサ容量を記載する。算出した Daと Dbと設定値の

誤差を図 4-18 に示す。図 4-18 より LMaと LMbを取り除くと，Daと設定値の誤

差は 4.4.3項に記載した約 2.4 kmから 0.04 km未満と大きく改善する。Dbと設定

値の推定誤差も最大約 3.3 kmから 0.05 km未満と大きく改善する。(4-8)式から
(4-11)式の補正式を適用することで設定値と推定値の誤差が 0.05 km未満となり
LMaと LMbを取り除くことができる。 

模擬装置を適用できる判断基準として，電柱間の距離の平均は約 0.04 kmであ
り，著者の地絡点推定に関する実現場の経験から，特定区間内での地絡点推定

時間を削減するためには，地絡点に対し電柱 2~3基の精度（0.1 km）となること
が望ましいと考える。(4-8)式から(4-11)式の補正式を用いることで，設定値と推
定値の誤差は 0.05 km未満となり，地絡点推定手法の検証を模擬装置で行うこと
の妥当性を示す結果となる(38)。 

4.3.5.  適用性評価 

地絡電流波形は地絡原因により様々な形状となるため，地絡波形から地絡点
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図 4-17 試験回路の概略図(38) 

Fig. 4-17. Outline figure of test circuit(38). 
 

 

図 4-18 地絡点距離の誤差(38) 

Fig. 4-18. Error of estimated ground fault location(38). 

ITSW(a) ITSW(b)
Zg

GPLla Llb

L0

Llbb=L0-Llb
SS

の様相を抵抗やインダクタンスなどの定数で模擬することは困難である。この

ため，著者は地絡点のインダクタンス値 Lgなどの地絡点の様相に依存しないで，

配電線のセンサ開閉器(a)と(b)を幹線とする地絡点に至る分岐点の推定手法を提
案している(28)。模擬装置を用いて Lgに依存しない地絡点推定手法を検証する。 

Lgは図 4-17に示すように，センサ開閉器(a)から地絡点までのインダクタンス
Llaと直列に接続され，センサ開閉器(b)から地絡点までのインダクタンス Llbとも

直列に接続される。このため，Lgが存在することでセンサ開閉器(a)から地絡点
までの距離は，Llaと Lgの和を単位長さあたりのインダクタンス l0で除した値と

なり，設定値よりも長く推定される。センサ開閉器(b)から地絡点までの距離を
算出する場合も，Llbと Lgは直列の接続となり，センサ開閉器(b)から地絡点まで
の距離も長く推定される。このため，センサ開閉器(b)から地絡点までの距離を
センサ開閉器(a)から地絡点までの距離と見た場合，設定値より短く推定される。 
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ここで，Lg に依存しないでセンサ開閉器(a)から地絡点までの距離を推定する
手法を以下に示す。センサ開閉器(a)から地絡点までのインダクタンス Llaは，セ

ンサ開閉器(a)からセンサ開閉器(b)までのインダクタンスを L0，Lgaを Lla+Lg，Lgb

を Llb+Lgとすると，(4-13)式となる(28)。Llaを l0で除し，センサ開閉器(a)から地
絡点までの距離を求めることができる。 
 

2
0 gbga

la

LLL
L


  ……………………………………. (4-13) 

 

地絡点に Lgが含まれる場合，センサ開閉器(a)と(b)に流れる地絡サージ電流の
共振周波数とバンク静電容量から求められるインダクタンス L’a，L’bは，図 4-16
の LMaと Lla，LMbと Llb の関係と同様に(4-14)式と(4-15)式で表される。ここで， 

(4-14)式と(4-15)式に含まれる Lgは同一の値となるため(4-13)式に代入するとキ
ャンセルされる。 
 

MagagMalaa LLLLLL '''   ……………………………………. (4-14) 
 

MbgbgMblbb LLLLLL '''   ……………………………………. (4-15) 
 

一方で，模擬装置で生じる L’aと Lla+Lgの差となる L’Ma，L’b と Llb+Lgの差と

なる L’Mbは(4-13)式では排除できない。このため，Llaと設定値との間で乖離が生

じる。L’Maと L’Mbを排除し，Llaを求める手法が必要となる。その手法として，

(4-8)式と同様にセンサ開閉器(a)から Lgを含むインダクタンス Lga(=Lla+ Lg)と L’a

の関係式を求めることが出来れば，(4-13)式から Llaを算出できる。Lgが含まれ

ない場合の Llaを算出するために求めた(4-8)式の導出過程をもとに，Lgを含む場

合のセンサ開閉器(a)を流れる地絡サージ電流の共振周波数とバンク静電容量か
ら算出したインダクタンス L’aと Lgaの関係式を導出する。 
図 4-16 より LMaと Llaは比例関係にあるため，LMaと Llaの関係式は(4-16)式と
なる。Lgを含む場合，Llaと Lgは直列接続となり，線路長が長くなることと等価

になる。すなわち，(4-16)式の傾きと切片を用いることができ，Lgを含む場合の

L’Maと Lgaの関係式は(4-17)式となる。(4-17)式を(4-14)式に代入し L’Maを消去す

ることで，L’aと Lgaは(4-18)式となる。 
 

dcLL laMa   ……………………………………. (4-16) 
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dcLdLLcL gaglaMa  )('  ……………………………………. (4-17) 
 

dLcL gaa  )1('  ……………………………………. (4-18) 
 

(4-18)式より，Lgaは(4-19)式となる。 
 

c
dLLLL a

glaga





1
'

 ……………………………………. (4-19) 

 

(4-19)式は，Lgaを算出する際，Lgを含む場合でも Lgを含まない場合と同じ傾

き cと切片 dとなり， (4-8)式に L’aを代入することで Lgaを求めることができる。

Lgを含む場合も同様の考えで，(4-9)式に L’bを代入することで Lgbを求めること

ができる。Llaは算出した Lgaと Lgbを(4-13)式に代入することで求められる。 
以下に，模擬装置を用いて Lgを含む場合の地絡点推定を行う。 

4.4. 模擬装置を用いた分岐点推定手法の評価 

 本節では，著者が提案している地絡点の様相に依存しないでセンサ開閉器を

幹線として地絡点に至る分岐点を推定する手法の検証に模擬装置を適用できる

かの評価を行い，その結果を示す。 

4.4.1.  試験回路 

地絡点距離は 4.3.1項と同様とし，バンク静電容量 CB は 3.3 μF，地絡抵抗値
Rgは 0 Ω，地絡点のインダクタンス Lgは 1.1 mHと 1.6 mHの条件で検証を行う。
また，4.4節にて地絡点までの推定精度は測定用コンデンサ容量によらず 0.05 km
未満となっており大差がないことから，センサ開閉器(b)に設置する測定用コン
デンサ容量 CMbを 10 nFとして検討を行う。 

4.4.2.  検証結果 

一例として地絡点距離が 2.1km，地絡点のインダクタンス Lgが 1.1 mH，1.6 mH
の時の CMb から地絡点に流れる地絡サージ電流と FFT の解析結果を図 4-19(a)
と(b)に示す。図 4-19(b)より，センサ開閉器(b)に設置する測定用コンデンサ CMb

から放電される地絡サージ電流 Igbの共振周波数はLgが大きくなると低周波側へ

シフトする。Lg は線路のインダクタンスに対して直列接続となっており，Lb と

CMbが一定条件のもとでは，Lgが大きくなると(3-25)式の分母が大きくなるため，
共振周波数は低くなり低周波側へとシフトする。 
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(a) Lg=1.1 mH, 1.6 mHにおける放電電流波形 
(a)Discharge current wave form of Igb at Lg=1.1 mH, 1.6 mH. 

 
 

 
(b) Lg=1.1 mH, 1.6 mHにおける FFT形跡結果 

(b) FFT results of Igb. at Lg=1.1 mH, 1.6 mH 
図 4-19 Iga と Igbの放電電流波形と FFT解析結果(38) 

Fig. 4-19. Discharge current wave form and FFT results of Iga and Igb
(38). 
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表 4-5 各種パラメータの算出結果(38) 
Table 4-5. Estimated results of parameters(38). 

 

(a)Lg=1.1 mH 
 

 
(b)Lg=1.6 mH 

 

 

2.1(km) 2.4(km) 2.7(km) 3.0(km) 3.3(km)
L la (mH) 3.81 4.35 4.89 5.43 5.97
L' a (mH) 1.30 1.50 1.57 1.79 1.83
L lb (mH) 5.40 4.86 4.32 3.78 3.24
L' b (mH) 14.11 12.74 10.68 9.08 7.40

2.1(km) 2.4(km) 2.7(km) 3.0(km) 3.3(km)
L la (mH) 3.81 4.35 4.89 5.43 5.97
L' a (mH) 1.44 1.53 1.68 1.83 1.92
L lb (mH) 5.40 4.86 4.32 3.78 3.24
L' b (mH) 15.46 13.70 12.22 10.54 9.30

CMbが 10 nF，Lgが 1.1 mH，1.6 mHの試験条件において，センサ開閉器(a)か
ら地絡点までのインダクタンス Lla，センサ開閉器(b)から地絡点までのインダク
タンス Llb，模擬装置による地絡試験から求めたセンサ開閉器(a)からの地絡サー
ジ電流の共振周波数 fRaとバンク静電容量 CBから求めたインダクタンス L’a，fRb

と CMb容量から求めたインダクタンス L’bを表 4-5に示す。地絡点のインダクタ
ンスLgが1.1 mHの場合，表 4-5のL’aを(4-8)式に代入して算出したLlaをLga-1.1mH，

L’bを(4-9)式に代入して算出した Llbを Lgb-1.1mH，これらの値を単位長さあたりの

インダクタンス l0 で除して算出したセンサ開閉器(a)から地絡点までの距離を
Dga-1.1mH，Dgb-1.1mHと表す。地絡点のインダクタンス Lgが 1.6mHの場合，表 4-5
の L’aを(4-8)式に代入して算出した Llaを Lga-1.6mH，L’bを(4-9)式に代入して算出
した Llbを Lgb-1.6mH，これらのインダクタンスを l0で除して算出したセンサ開閉

器(a)から地絡点までの距離を Dga-1.6mH，Dgb-1.6mH と表す。ここで，Dgb-1.1mH と

Dgb-1.6mH は，(4-12)式を用いてセンサ開閉器(a)から地絡点までの距離に変換した
値とする。これらの算出したセンサ開閉器(a)から地絡点までの距離を図 4-20に
示す。 
算出したこれらの地絡点距離が図 4-20 に示す地絡点距離を表す点線上にプ
ロットされていれば地絡点距離を推定できている。図 4-20から，Dgaは Dgより

遠い側に，Dgbは近い側に推定する結果となる。Dgaの誤差は約 1 km，Dgbの誤

差は約 0.8 kmとなる。Lgが含まれる場合，Lgはセンサ開閉器(a)から地絡点まで
のインダクタンスと直列に接続されるため，地絡点までの距離 Dgaを長く推定す
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図 4-20 Dgと Dga, Dgbとの関係
(38) 

Fig. 4-20. The relation between Dg and Dga, Dgb
(38). 

 

 

図 4-21 1.1 mHと 1.6 mHにおける Dgaの算出結果
(38) 

Fig. 4-21. The estimated results of Dgab at 1.1 mH and 1.6 mH(38). 

る。Lg はセンサ開閉器(b)から地絡点までのインダクタンスと直列に接続される
ため，センサ開閉器(b)から地絡点までの距離 Dgb を長く推定するようになる。

このため，Dgb はセンサ開閉器 (a)側からみると地絡点までの距離を短く推定す
る。これらの事から，Dgaと Dgbの地絡点推定の乖離は Lgの影響であることが分
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かる。 
次に，Lgが 1.1 mHの時に算出した L’la-1.1mHと L’lb-1.1mHを(4-13)式に代入し，セ
ンサ開閉器(a)から地絡点までの距離 Dgab-1.1mH，Lg が 1.6 mH の時に算出した
L’la-1.6mHと L’lb-1.6mHを(4-13)式に代入し，センサ開閉器(a)から地絡点までの距離
Dgab-1.6mHを推定した結果を図 4-21 の左軸に示し，Dgab-1.1mH，Dgab-1.6mHと設定値

との誤差 Er-Dgab-1.1mH，Er-Dgab-1.6mH を図 4-21 の右軸に示す。図 4-21 の点線は
Dgの設定値であり，Dgabがこの点線上にあれば，Dgを推定できる結果となる。 
図 4-21から，Lgが 1.1 mHと 1.6 mHの場合において，(4-13)式から算出した

Dgabはほぼ点線上にあり，図 4-21の右軸に示した誤差も-0.06 kmから 0.12 km
の範囲にある。この結果は，地絡点にインダクタンスを含む場合においても，

センサ開閉器(a)から地絡点までの距離を精度よく推定できることを示している。
よって，地絡点のインダクタンス値に依存しないで地絡点を推定できる(4-13)式
の有効性とともに地絡サージ電流の共振周波数方式から地絡点推定を行う手法

の検証に模擬装置を活用することの妥当性を確認することができた(39)。 
また，地絡点のインダクタンス Lgを配電線の分岐線のインダクタンスに置き

換えると，センサ開閉器(a)とセンサ開閉器(b)を幹線とする地絡点に至る分岐点
を推定することも可能である。 

4.5.  結言 

地絡点推定手法の評価を目的に開発した配電線模擬装置は，三相回路で中性

点高抵抗接地系統を模擬した実配電線の接地方式を反映し，放電性地絡波形の

模擬が可能であり，地絡点距離，線種，バンク静電容量などの要素を任意に変

更でき，拡張可能な構成となっている。 
放電性地絡の模擬を行うために針ギャップを用いた回路モデルを採用し，地

絡時に発生する信号の伝搬特性を模擬するために分布定数回路，および他配電

線の影響を考慮するための集中定数回路で構築している。 
開発した配電線模擬装置の妥当性を検討するために，静電容量を変化させ地

絡電圧・電流波形を測定し，地絡時の健全相電圧の変化，静電容量変化に対す

る充電電流値，および地絡電流の共振周波数を文献と比較し，理論や文献に記

載されている結果と概ね同等の傾向となることを確認した。この結果，実配電

系統を模擬できる装置となっていることを示した。この配電線模擬装置を用い

ることで，安定した試験環境下で再現性よく効率的に地絡波形が得られるよう

になる。 
地絡点標定手法の評価として，地絡相の電圧特性から地絡点位置を標定する

インピーダンス方式について検討を行い，理論と概ね傾向が一致することを確

認した。しかし，配電線立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器から地絡点
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までのインダクタンスと，地絡サージ電流の共振周波数と静電容量から求めた

インダクタンスに乖離が生じる結果となった。これらのインダクタンスの乖離

がシールド付のインダクタンスを模擬装置に用いているためであると想定し，

この乖離を補正するための補正式を用いることで，地絡点距離に対する推定精

度が 0.05km未満と補正することができた。この結果，模擬装置を用いて地絡点
推定手法の評価を行う妥当性を示すことができた。 
地絡点にインダクタンスがある場合，配電線立ち上がりと末端からの地絡サ

ージ電流の共振周波数と静電容量からインダクタンスを求め，インダクタンス

の乖離の補正式と著者が提案する地絡点のインダクタンスの大きさに依存せず

に地絡点を推定できる提案式を用い，配電線立ち上がりと末端に設置したセン

サ開閉器を幹線とする地絡点に至る分岐点は誤差 0.12 km 程度で推定可能とな
った。また，模擬装置を用いて地絡点推定の評価を行うことと著者が提案した

地絡点の様相に依存しないで配電線立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器

を幹線とする地絡点に至る分岐点を推定する提案式の妥当性を示した。  
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第5章. 共同接地線方式を用いた地絡点に至る分

岐点推定手法 

5.1.  序言 

著者は数 kHzから数 10 kHzの比較的低い周波数で地絡点を推定できる共振周
波数方式を応用した配電線の立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器を幹線

とする地絡点に至る分岐点を推定する手法を提案している(28)。この方式では，

地絡抵抗値が大きくなると，共振周波数の算出に必要となる地絡発生直後の過

渡領域に高周波の振動成分を有する地絡電流が消滅するため，共振周波数方式

を適用できないという課題がある。 

この問題点を解決するために，地絡点が高抵抗の時に共同接地線に流れる地絡

電流を用いて，地絡の発生した配電線と隣接配電線の連系点を幹線とする地絡

点に至る分岐点を推定する手法を検討した(27)。高抵抗の地絡点推定が可能であ

る本章での提案手法と低抵抗の地絡点推定が可能となる共振周波数方式を組み

合わせることで地絡点推定手法の適用範囲が拡大する。 
そこで，本章では著者が提案する共同接地線を用いた地絡配電線の立ち上がり

から隣接配電線との連系点を幹線とする地絡点に至る分岐点を推定する手法の

概要を示す。著者の提案手法の妥当性を ATP シミュレーションにより評価した
結果を示し，まとめを記載する。 

5.2. 地絡電流の経路と共同接地線を用いた地絡点推定手法 

地絡抵抗が高抵抗の条件で地絡を発生させた時の地絡電流の経路と共同接地

線を用いた分岐点推定手法を示す。 

5.2.1. 配電線モデル  

ATP シミュレーションに用いる配電線モデルを図 5-1 に示す。図 5-1 におい
て，上側を配電線 1，下側を配電線 2と表し，高圧配電線と共同接地線の亘長は
配電線 1と 2ともに 5 km，配電線 1と 2の高圧線の連系開閉器は解放されてい
る状態，配電線 1 と 2 の共同接地線は連系点で接続されている状態とする。こ
こで，図 5-1に記載している SSは配電用変電所，Automatic Switch（以下，ATSW）
は遠方からの開閉器の入切が操作できる自動開閉器，共同接地線は Common 
earthing conductor，CTは電流測定器，CBはバンク静電容量を表している。共同

接地線と接続されている接地極は図 5-1 に示す番号とした。高圧配電線と共同
接地線の電線種別は絶縁電線 240 mm2，接地抵抗値は 20 Ωとする。高圧配電線
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表 5-1 50 Hzにおける線路定数(27) 
Table 5-1. Line constant at 50 Hz(27). 

 

 R(Ω/km) L(mH/km) C(μF/km) 

HVL 0.173 2.34 0.009 

CE 0.173 2.34 0.009 
 

 

図 5-1 モデル配電線(27) 
Fig. 5-1. Distribution model(27). 

High voltage line : 5km

Common earthing conductor : 5km

Interconnection 
switch

SS

CT1

CT2

Distribution line 1

Distribution line 2

ATSW1

ATSW2CB

P0 P1 P2 P3 P4

P5P6P7P8P9P10

と共同接地線の線路定数を表 5-1 に示す。他配電線の影響を考慮するための対
地静電容量は各相あたり 2.0 μFとする。 
地絡抵抗値が高抵抗の条件において，地絡時に発生する高周波成分を含まない

三角状の地絡電流を対象とし，2つの配電線の共同接地線の立ち上がりに到達す
る地絡電流のゼロクロス点の時間差から地絡点に至る分岐点を推定する手法を

検討する。 

5.2.2. 地絡電流波形の再現性 

本項での地絡シミュレーションに用いる電圧ギャップは文献(16)と同じ 2.1 
kVとする。また，地絡抵抗値 Rgは 1kΩ，配電線の立ち上がりから地絡点までの
距離 Dgを 1 km（図 5-1の No.1）の条件で ATPを用いて配電線地絡シミュレー
ションを行う。 

Dgを 1 kmとした時に配電線立ち上がりの ATSWに流れる地絡電流 IgATSW，地

絡発生配電線（配電線 1）の配電線立ち上がりの共同接地線に設置した電流測定
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図 5-2 Dg=1 km, Vp=2.1 kV and Rg=1 kΩ.における IgATSW, IgCT1 と IgCT2

の地絡電流波形(27) 
Fig. 5-2.  Ground fault current flowing IgATSW, IgCT1 and IgCT2 at Dg=1 km, 

Vp=2.1 kV and Rg=1 kΩ(27). 
 

器 CT1に流れる地絡電流 ICT1，隣接配電線（配電線 2）の立ち上がりの共同接地
線に設置した電流測定器 CT2に流れる地絡電流 ICT2を図 5-2に示す。ここで実
施する ATP シミュレーションでは配電線の負荷を考慮していないため，図 5-1
の ATSW に流れる地絡電流 IgATSWは零相電流 I0とほぼ等しくなる。図 5-2 の
IgATSWと図 2-7(b)の I0は波形が類似していることから，ATPシミュレーションに
より電圧ギャップを有する地絡電流波形を再現できている。この結果は ATP シ
ミュレーションにて地絡点推定を行う妥当性を示している。また，共同接地線

を介して CT1と CT2で測定される ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差 Δtが生じ
ている。Δtから地絡点距離が推定できるかの検討を次節で行う。 

5.3. 共同接地線を用いた地絡点推定手法の評価 

地絡点の電圧ギャップと地絡抵抗値を変数として，ATP シミュレーションに
より CT1と CT2で測定される ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差 Δtを求め，地
絡点距離 Dgと Δtとの関係を図上にプロットし，この関係から地絡点推定が可能
であるかの検討を行う。 

5.3.1. Δt の電圧ギャップ依存性 

配電線のシミュレーションモデルは図 5-1と同じとし，Dgを 1 km，Rgを 1 kΩ
の条件のもと，電圧ギャップを 1 kV，2 kV，3 kVと変数とした時に CT1と CT2
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図 5-3 Dg=1 km.における ICT1 and ICT2の電圧ギャップ依存性
(27) 

Fig. 5-3. Voltage gap dependence of ICT1 and ICT2 at Dg=1 km(27). 
 

 

図 5-4 Dg=1 km.における ΔtGap と ΔtRgの電圧ギャップ依存性
(27) 

Fig. 5-4. Voltage gap and Rg dependence of ΔtGapRg and ΔtRg at Dg=1 km(27). 

に流れる地絡電流 ICT1と ICT2を図 5-3 に示す。図 5-3 に示す配電線地絡を起因
して生じる ICT1の減少から増加に転じる時間幅 tduは電圧ギャップが高くなると

長くなる傾向となる。これは地絡点の電圧ギャップが高くなると，地絡発生時

間が遅れるためである。この結果は，tdu を求めることで電圧ギャップの大きさ
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を推定できることを示している。また，図 5-3に示す ICT1と ICT2の地絡波形は tdu

を除く時間帯では同一波形となり，電圧ギャップの大きさに依存しない，概ね

正弦波を描く地絡電流波形となる。 
Dgを 1 km，Rgを 1 kΩ，電圧ギャップを 1 kV，2 kV，3 kVの条件のもと，ATP

シミュレーションから得られた図 5-3に示す ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差

を ΔtGapRgと記載する。ΔtGapRgと電圧ギャップの関係を図 5-4 にプロットする。
図 5-4の左軸は電圧ギャップの大きさ毎に Rgを 1 kΩ，2 kΩ，3 kΩと変化させた
時の ΔtGapRg，右軸は電圧ギャップ一定の条件で 2つの異なる Rgに対する ΔtGapRg

の時間差 ΔtRgを表している。ここで図 5-4の ΔtGapRgのシンボルは電圧ギャップ

に依存しないで，Rg=1 kΩは中抜きの赤丸（○），Rg=2 kΩは中抜きの青丸（○），
Rg=3 kΩは中抜きの緑丸（○）の時の ΔtGapRgを示している。また，図 5-4の ΔtRg

のシンボルも同様に，Rg2 kΩ – 1 kΩは中抜きの赤四角（□），Rg3 kΩ – 2 kΩは中
抜きの青四角（□），Rg1 kΩ – 3 kΩは中抜きの緑四角（□）を表している。凡例
Rg2 kΩ – 1 kΩは Rgが 1kΩの時の ΔtGapRgと 2 kΩの時の ΔtDgGapとの時間差 ΔtRg

を表している。Rg3 kΩ – 2 kΩと Rg1 kΩ - 3 kΩの記載も同様となる。図 5-4から，
電圧ギャップが 1kV高くなると ΔtGapRgは，決定係数 0.97で 0.00033s長くなる。
一方で，電圧ギャップが同一の条件において Rgが 1 kΩ大きくなる場合に発生す
る ΔtRgの差は電圧ギャップが 1kV高くなる場合に発生する ΔtGapRgの差と比較し

て十分小さくなる。 
以上から次のことがわかる。(1)電圧ギャップが高くになるとともに地絡発生

時間は遅れる。(2)地絡発生時間は地絡抵抗値より電圧ギャップに依存する。(3) 
tduの範囲を除き地絡継続時間の電流波形は電圧ギャップに依存しない。 

5.3.2. Δt の地絡抵抗値と地絡点距離に対する依存性 

シミュレーションモデルは図 5-1と同様とし，電圧ギャップを 2.1kV，Dgを 1 
kmの条件のもと，Rgを 1 kΩ，2 kΩ，3 kΩとした時の ICT1と ICT2を図 5-5に示
す。図 5-5 から，ICT1は Rgが大きくなると小さくなり，地絡の発生する時間が

ICT1の波高値となる時間に近づく。ICT2の特徴も ICT1の特徴と同様となる。 
電圧ギャップを 2.1kVに固定し，地絡点距離 Dgを 1 km，2 km，3 km，4 km，

5 kmとし，Dgの設定値毎に Rgを 1 kΩ，2 kΩ，3 kΩとした時の図 5-5に示す ICT1

と ICT2のゼロクロス点の時間差を ΔtDgRgと表し，図 5-6 に Dgと ΔtDgRgの関係を

示す。ここで，図 5-6における ΔtDgRgのシンボルとして Dgの距離によらず，Rg=1 
kΩは中抜きの赤丸（○），Rg=2 kΩは中抜きの青丸（○），Rg=3 kΩは中抜きの
緑丸（○）を表している。図 5-6から，ΔtDgRgは Dgが 1 km長くなるとともに決
定係数 0.99で 0.00030s短くなる。また，ΔtDgRgは Rgの影響を受けない。これら

の結果は，電圧ギャップが一定の条件のもと図 5-6に示す Dgと ΔtDgRgの関係は
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図 5-5 Dg=1 kmと Vgap=2.1 kVにおける ICT1と ICT2の Rg依存性

(27) 
Fig. 5-5.  Rg dependence of ICT1 and ICT2 at Dg=1 km and Vgap=2.1 kV(27). 

 

 
図 5-6 Vgap=2.1 kVにおける Δt DgRgの Dg と Rg依存性

(27) 
Fig. 5-6. Dg and Rg dependence of Δt DgRg at Vgap=2.1 kV(27)

. 

Dgが長くなるとともに ΔtDgRgが直線で短くなる関係にある。この直線関係から

地絡点推定が可能であることを示唆している。 

5.3.3. ΔtDgRgの発生要因 

図 5-6から，配電線 1からの地絡点距離 Dgが長くなると CT1と CT2で測定
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図 5-7 RLCの等価回路(27) 
Fig. 5-7.  Equivalent circuit of RLC(27). 

 

 

図 5-8 地絡発生時の共同接地線の等価回路(27) 
Fig. 5-8. Equivalent circuit at the time of ground fault occurrence(27). 

 

R L

C

CT1

LCE01
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Rp1 Rp2 Rp3 Rp4 Rp5 Rp6 Rp7 Rp8 Rp9

VDg VDg

CT2

Rp10

LCE910

される ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差ΔtDgRgが短くなる。Dgが 1 kmの場合，
ΔtDgRgは 0.004sとなる。ΔtDgRgの発生要因を地絡電流が光速（=3×108 m/s）で伝
搬すると仮定した場合，地絡点から CT1までの距離と地絡点から CT2までの距
離の差は約 1200 kmとなり，設定値の 8 kmと大きく乖離する。この結果は，ΔtDgRg

の発生要因は地絡電流の光速での伝搬ではないことを示している。 
地絡点から CT1までと地絡点から CT2までの共同接地線のインピーダンスの

差を起因とする位相差がΔtDgRgの発生要因であると仮定する。図 5-7に示すRLC
回路に交流を印加した時，回路に流れる電流は(5-1)式となり，位相差φは抵抗 R，
リアクタンス Xを用いて(5-2)式となる(40)。 
 

𝐼 =
𝐸𝑚

√𝑅2 + (𝜔𝐿 −
1
𝜔𝐶)

2
cos(𝜔𝑡 − 𝜙) …………………………… (5-1) 

 

𝜙 = 𝑡𝑎𝑛−1
𝜔𝐿 −

1
𝜔𝐶

𝑅
= 𝑡𝑎𝑛−1

𝑋

𝑅
 …………………………… (5-2) 

 

共同接地線の等価回路は電柱に施設されている接地極の抵抗と共同接地線の
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インダクタンスと対地静電容量を 1 つの組み合わせとした図 5-8 に示すはしご
型回路となる。ここで，表 5-1 より共同接地線の対地静電容量から算出される
リアクタンスは共同接地線の抵抗値とインダクタンスから求められるリアクタ

ンスと比較して十分大きくなり，地絡電流は流れない。このため，図 5-8 に共
同接地線の対地静電容量は考慮しない。 
図 5-8と(5-2)式を基に，ICT1の位相差φCT1と ICT2の位相差φCT2から ΔtDgRgを

算出する。(5-1)式と(5-2)式から CT1 に流れる ICT1は(5-3)式，CT2 に流れる ICT2

は(5-4)式，地絡点から至近の接地極に流れる地絡電流の位相差を基準として地
絡点から CT1 までの時間差 ΔtDgRg-cal1は φCT1を用いて(5-5)式，同様に地絡点か
ら CT2までの時間差 Δt DgRg-cal2はφCT2を用いて (5-6)式となる。図 5-8の Dgが

3 kmの例において，(5-3)式のφCT1は LCE23と Rp2により生じる位相差と，この位

相差に LCE12と Rp1により生じる位相差，さらには LCE01と Rp0により生じる位相

差を足し合わせた位相差となる。(5-4)式のφCT2もφCT1と同様に地絡点から CT2
における各区間の Rpと LCEにより生じる全ての位相差を足し合わせた位相差と

なる。ICT1と ICT2のゼロクロスとなる時間差 ΔtDgRg-calは(5-5)式と(5-6)式の和とな
り，(5-7)式となる。 
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21 calDgRgcalDgRgcalDgRg ttt    ……………………… (5-7) 
 

ここで，VDgは地絡点と大地の間の電圧，Rp0は図 5-1の地点 0点の抵抗値，
XDg0は地絡点から CT1までの合成リアクタンス，Rp10は図 5-1の地点 10点の抵
抗値，XDg10は地絡点から CT2までの合成リアクタンスとなる。図 5-8から共同
接地線は抵抗とインダクタンスのはしご型回路であり，直接計算により XDg0，
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表 5-2  Rp と XDgの算出結果
(27) 

Table 2. Estimated results of Rp and XDg
(27). 

 

 

CT1 CT2 CT1 CT2 CT1 CT2 CT1 CT2 CT1 CT2
R p (Ω) 17.80 17.23 16.31 19.27 15.50 20.42 14.78 20.91 14.54 21.01
X Dg (Ω） 4.36 37.70 5.45 30.06 5.56 23.41 5.66 17.52 5.84 12.79

D g =5 kmD g =1 km D g =2 km D g =3 km D g =4 km

Rp0，XDg10，Rp10は算出できない。 

そこで，ΔtDgRg-calを求めるために必要となる XDg0，Rp0，XDg10，Rp10の算出方法

を以下に記す。地絡発生時の共同接地線の等価回路は図 5-8 と等価となること
から，φCT1の算出に必要な XDg0と Rp0は地絡発生時の地絡点と大地の間の電位

上昇 VDgと Rp0に流れる電流 ICT1から求める。同様に，φCT2の算出に必要な XDg10

と Rp10は VDgと Rp10に流れる電流 ICT2から求める。XDg0と Rp0を求めるための手

順を以下に示す。はじめに，XDg0と Rp0を求めるために VDgと ICT1との積から(5-8)
式に示す電力 PCT1の平均値 PaCT1を算出する

(41)。(5-8)式の左辺の PaCT1は VDgmax

と ICT1maxの積に力率 cosθを乗じた値の 1/2倍となる(41)。 
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ここで，VDgmaxは VDgの 50 Hz成分の最大値，ICT1maxは ICT1の 50 Hz成分の最
大値，T は電力の積分時間，j は虚数を表している。次に，VDgmaxと ICT1maxから

(5-9)式のインピーダンス ZCT1を算出する。 
Rp0は(5-8)式から得られる cosθと(5-9)式から得られる ZCT1の積から求められ，

XDg0は(5-9)式から得られる ZCT1と(5-8)式から得られる cosθから求めた sinθとの
積から求められる。ΔtDgRg を算出するための計算方法の妥当性を確認するため

に，付録 2 より，交流電流源の位置をパラメータとして簡易回路での検証を行
っている。交流電流源の位相を基準に App.Fig. 2の P1から P7の時間差を ATP
シミュレーションから算出した結果と(5-7)式を用いて算出した結果が一致する
ことを確認できる。この結果から，Rp0と XDg0を算出するための計算方法の妥当

性を確認できる。Rp10と XDg10も Rp0と XDg0を求めるのと同様の方法で算出でき

る。 
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図 5-9 Vgap=1.0 kVにおけるの Δt DgRgと Δt DgRg -cal比較
(27) 

Fig. 5-9.  Comparison ofΔt DgRg and Δt DgRg -cal at Vgap=1.0 kV(27). 
 

 

図 5-10 Vgap=1.0 kV.におけるの Ig ，ICT1,と ICT2関係性
(27) 

Fig. 5-10.  Relation between Ig and ICT1, ICT2 at Vgap=1.0 kV(27). 

電圧ギャップ 1 kVの条件で ATPシミュレーションから得られた Dgに対応す

る CT1と CT2での Rpと XDgを表 5-2に示す。表 5-2の値を用いて(5-5)式から得
られる Δt DgRg-cal1（図 5-9の◆），(5-6)式から得られる Δt DgRg-cal2（図 5-9の◇），
(5-7)式から得られる Δt DgRg-cal（図 5-9 の■）と ΔtDgRgの関係を図 5-9 に示す。
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ここで ΔtDgRgと Δt DgRg-calを比較するために，図 5-9 に図 5-6 と同じ ΔtDgRgの結

果を示す。 
図 5-9にプロットされた，ΔtDgRgと ΔtDgRg-calは概ね同一の値となる。この結果

は，ΔtDgRgは地絡点から CT1と CT2までの合成リアクタンスと電柱の接地抵抗
値を起因として生じる ICT1と ICT2の位相差を要因として発生していることを示

している。また，(5-7)式から算出した ΔtDgRg-calの妥当性を検証するために，図 
5-10に Dgが 2 kmと 4 kmの時に地絡点に流れる電流 Igと ICT1，ICT2の関係を示

す。図 5-10より，Dgが 2 kmにおける Igと ICT1のゼロクロス点の時間差 ΔtDgRg1_ 
Dg 2 kmと，Dgが4 kmにおける Igと ICT1のゼロクロス点の時間差ΔtDgRg1 _ Dg 4 km
を比較すると，Dgが 4 kmにおける ΔtDgRg1 _ Dg 4 kmが Dg2 kmにおける ΔtDgRg1 _ 
Dg 2 kmよりも長くなる。これは，地絡点から CT1までの距離が長くなると共同
接地線の合成リアクタンスが大きくなり，(5-5)式から算出された ΔtDgRg1の傾向

と一致するためである。同様に，Dgが 2 kmにおける Igと ICT2のゼロクロス点の

時間差 ΔtDgRg2_ Dg 2 kmと，Dgが 4 kmにおける Igと ICT2のゼロクロス点の時間

差 ΔtDgRg2 _ Dg 4 kmを比較すると，Dgが 4 kmにおける ΔtDgRg2_ Dg 4 kmが Dg2 km
における ΔtDgRg2_ Dg 2 kmよりも短くなる。これも，Dgが 4 kmの時は地絡点か
ら CT2までの距離が 6 km，Dgが 2 kmの時は地絡点から CT2までの距離が 8 km
となり，地絡点から CT2までの距離が長くなるとリアクタンスが大きくなるた
め，リアクタンスが大きくなると地絡点からのゼロクロス点の時間差が大きく

なる(5-6)式から求められる ΔtDgRg2の傾向と一致する。これらの結果も，(5-5)式
から(5-7)式を用いて ΔtDgRg-calを求める根拠となる。 

5.4. 実適用に向けた検討 

 共同接地線を活用した地絡点推定手法を実適用する際の配電系統における系

統条件の検討を行う。 

5.4.1. 共同接地線の施設条件 

共同接地線方式を実配電線に適用するために，（１）分岐点で地絡が発生した

場合と（２）共同接地線が隣接する配電線の末端以外で接続されている場合に

共同接地線を用いた地絡点推定が適用可能であるかの検討を行う。 
（１）分岐線で地絡が発生した場合 図 5-11に示す配電線 1の No3の分岐線末
端 B1 で地絡が生じた場合，共同接地線方式の適用可否を検討する。図 5-11 の
B1 で地絡が生じた際，B1 から CT1 に流れる地絡電流の経路は，B1→3→2→1
→0となる。B1から CT2に流れる地絡電流の経路は，B1→3→4→5→6→7→8→
9→10 となる。共同接地線を介して CT1 と CT2 に流れる地絡電流の経路で B1
→3は共通の経路となるため，ΔtDgRgは B1→3を除いた CT1に地絡電流が流れる
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図 5-11 分岐線が存在する場合の共同接地線に流れる地絡電流の経路(27) 
Fig. 5-11. Path of ground fault current flowing common earthing conductor 

with branch line(27). 
 

 
図 5-12 末端よりも電源側で共同接地線が接続された場合の地絡電流

の経路(27) 
Fig. 5-12. Path of ground fault current flowing common earthing conductor in 
case of existing common earthing conductor connection points on the power 

supply side(27). 
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経路 3→2→1→0と B1から CT2に地絡電流が流れる経路 3→4→5→6→7→8→9
→10の時間差となる。この結果は，ΔtDgRgから分岐点から地絡点までの距離を算

出できないことを示している。 
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(a)現状の共同接地線の施設状況(27) 
(a) Present State : Common earth conductor extensively connected(27). 

 

 
(b)提案手法を適用した時の共同接地線の施設状況 

(b)Proposal technique : Common earth conductor connected only injection 
point of adjacent distribution. 

図 5-13 共同接地線の施設方法(27) 
Fig. 5-13. Common eathing conductor of the facility situation(27). 
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（２）共同接地線が隣接する配電線の末端以外で接続されている場合 配電線 1
と 2の共同接地線が図 5-12の No.3と No.7，No.5の 2か所で接続されているケ
ースにおいて，共同接地線に流れる地絡電流の経路を以下に示す。配電線 1 の
No.4で地絡が発生した場合，配電線 1の CT1へ流れる地絡電流の経路は図 5-12
から共同接地線を介し 4→3→2→1→0となる。配電線 2の CT2へ流れる地絡電
流の経路は地絡点から共同接地線を介し 4→3→7 と 4→5→6→7 の経路に分流
し，7 地点で合流して 7→8→9→10 となる。この時，地絡点から CT2 までの合
成リアクタンス XDg10は，4→3→7と 4→5→6→7の並列の合成リアクタンスと 7
→8→9→10の合成リアクタンスの和となる。このため，ΔtDgRgは 4→3→2→1→0
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と 4→5→6→7→8→9→10 の時間差とならない。これらのことから，隣接する 2
つの配電線の末端以外に共同接地線の接続点がある場合，本提案方式は適用で

きない。 
よって，（１）と（２）の検討結果から，分岐点より先の地絡点と，地絡点よ

りも電源側に隣接配電線と地絡の発生した配電線の共同接地線の連系点がある

場合，本方式は適用できない。配電線地絡時の地絡電流が共同接地線を介し CT1
と CT2 で測定される ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差 ΔtDgRgから地絡点に至

る分岐点を推定するには，地絡電流の経路に共通の経路が含まれず，かつ分流

が発生しない条件で ΔtDgRgを測定する必要がある。このためには，共同接地線は

配電線 1と 2の幹線の末端でのみ接続される構成とする必要がある。 
東京電力パワーグリッドにおける配電線の共同接地線は，図 5-13(a)に示すよ
うに面的に広い範囲に亘って接続されており，本方式を適用するには，図 5-13 
(b)に示すように共同接地線は隣接する配電線の末端のみので接続する配電系統
への変更が必要となる。 

5.4.2. CT に求められる時間分解能と CT1 と CT2 の時間同期方法 

本提案方式を実現場に適用するために要求される CTの時間分解能を求める。
著者の現場経験から地絡点探査時間を削減するためには地絡点距離に対し 100m
程度の精度が求められる。図 5-6から地絡点距離が 1 km長くなると ΔtDgRgは 2
×10-4s 短くなり，100 m の精度で地絡点推定を行うために最低限必要となる時
間分解能は 2×10-4sの 1/10の 2×10-5sとなる。地絡点測定精度を高めるための
時間分解能は 2×10-5sの 2倍の 1×10-5sとする。 
 本方式を適用するためには CT1と CT2の時間同期も必要となる。配電線の地
絡点推定に地絡サージ電流到達時間差方式(4)が適用されており，数 MHz の計測
周波数と時間同期が可能なセンサ開閉器が用いられている。このセンサ開閉器

に共同接地線に流れる地絡電流を測定できる CT を具備することで CT1 と CT2
の時間同期は可能となる。 
 また，本手法は高抵抗地絡時に発生する三角状の地絡電流のゼロクロス点の

時間を測定するものであり，測定対象となる周波数は 50Hzとなる。CT1と CT2
で測定される地絡電流にノイズが含まれる場合は，フィルターにより除去する

ことで，CT1と CT1で測定される地絡電流のゼロクロス点を正確に測定できる。 

5.4.3. ΔtDgRgから地絡点に至る分岐点を推定する方法 

CT1とCT2で測定される ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差ΔtDgRgの特徴は，

以下の 2点となる。 
・図 5-4より，電圧ギャップが 1 kV高くなる毎に，ΔtDgRgは 0.0002s短くなる。 
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【Pre-implementation content】 
(1)Estimate the relationship between voltage gap and tdu. 
(2)Show the relationship between Dg and ΔtDgRg for applicable distribution 

lines as voltage gap parameters. (Display an example below)  

 
Graph necessary to estimate of the ground faults location. (Reference graph) 
 
【Response when a ground fault occurs】 

(1) Estimate tdu from ICT1, 
(2) Estimate the voltage gap from tdu, 
(3) Identify the relational line between Dg and ΔtDgRg from reference graph. 
(4) Estimate ΔtDgRg-ex from ICT1 and ICT2 in ground fault state, and plot ΔtDgRg 

on the relational equation between Dg and ΔtDgRg. 
(5) Estimate the branch point leading ground fault location from relational 

equation between Dg and ΔtDgRg.  
 

図 5-14 地絡点推定手法(27) 
Fig. 5-14. Estimation method of ground fault location(27). 
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・図 5-6より，ΔtDgRgは地絡抵抗値の影響を受けない。 
 これらの特徴を考慮して地絡点推定を行うためには，電圧ギャップに対応す

る Dgと ΔtDgRgとの関係図を事前に用意する必要がある。電圧ギャップの大きさ

は，地絡発生時の ICT1の tduと図 5-4に示す事前にシミュレーションで把握する
tduの時間幅を比較することで求めることができる。本提案方式を用いた地絡点
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推定フローを図 5-14に示す。電圧ギャップは地絡点の様相により変化するが，
図 5-4から電圧ギャップと ΔtDgRgは電圧ギャップが 1 kV高くなると ΔtDgRgが約

0.33ms長くなる関係にあり，電圧ギャップに対する ΔtDgRgと ΔtDgRgの関係式を構

築することが可能である。 
 このような手順を経ることで地絡点に至る分岐点の推定が可能となる。 

5.5.  結言 

本章では，同一バンク内の隣接する 2 つの配電線の末端の共同接地線を接続
する配電系統において，配電線に電圧ギャップを有する高抵抗地絡が発生した

時，地絡点に至る分岐点を推定する手法を提案し検討を行った。 
 隣接する 2つの配電線の末端の共同接地線を接続した配電系統において，2つ
の配電線の共同接地線の立ち上がりの接地極に帰路する地絡電流のゼロクロス

点に時間差が生じ，この時間差から地絡点に至る分岐点を推定する手法を提案

した。このゼロクロス点の時間差は地絡点距離が長くなるとともに短くなり，

地絡抵抗値の大きさにはほぼ依存しない。ゼロクロス点の時間差が生じる要因

は，地絡点から地絡電流が帰路する 2 つの配電線の共同接地線の立ち上がりま
での合成リアクタンスの差を起因とする位相差であることを明確にした。また，

地絡点の電圧ギャップの大きが 2 つの配電線の立ち上がりの接地極に流れる地
絡電流のゼロクロス点の時間差に影響を及ぼすため，地絡点に至る分岐点の推

定に誤差が生じる。この問題は，地絡配電線の共同接地線立ち上がりに設置さ

れた電流測定器に流れる電圧ギャップの大きさに依存する地絡電流波形の減少

から増加に転じる時間幅から電圧ギャップの大きさを把握することが可能であ

ることから解決できる。 
本手法を現場適用するための条件として，共同接地線は隣接する 2 つの配電
線の末端のみで接続する系統構成としなければならないことを示した。隣接す

る 2 つの配電線立ち上がりにおける地絡電流のゼロクロス点の時間差を測定す
るためには，共同接地線の立ち上がりに設置する電流測定器には時間同期の機

能が必要となる。新たに設置する機器として，配電線立ち上がりの共同接地線

に設置する電流測定器と測定した地絡電流のゼロクロス点の時間差を演算でき

る装置のみであり，安価に測定システムを構築することができる。 
 本手法を配電線の地絡点推定に適用することで，地絡点推定時間の短縮に貢

献することができる。 
 今後，実現場に近い配電線系統を用いて本手法の妥当性の検証を行う。 
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第6章. 地絡抵抗値に対する地絡点推定手法 

6.1. 序論 

共振周波数方式は地絡抵抗値が 20 Ω 以下の条件で地絡点推定に適用できる
が，地絡抵抗値が高くなると適用できないという問題がある(28)。この問題を解

決するために，著者は高抵抗における地絡点推定に適用できる共同接地線方式

を提案する(27)。共同接地線方式は同一バンク内の 2 つの隣接する配電線の末端
の共同接地線のみを接続した配電系統において，地絡発生時に隣接する 2 つの
配電線の立ち上がりの共同接地線に流れる地絡電流のゼロクロス点の時間差か

ら地絡点を推定する手法である(27)。第 5 章にて，配電線の地絡点推定に共同接
地線方式を適用する際，地絡抵抗値が 1 kΩ以上で適用可能であることを ATPシ
ミュレーションにより確認しているが，共同接地線方式の地絡抵抗値に対する

下限値は明確になっていない。そこで，著者は本章において ATP シミュレーシ
ョンにより共同接地線方式が適用できる地絡抵抗値の下限値を明確にする。こ

の結果を基に，地絡抵抗値に対する共振周波数方式と共同接地線方式との適用

範囲を明確にする。 

6.2. シミュレーションモデルと解析条件 

本節では，共同接地線方式の地絡抵抗値に対する適用範囲を明確にするための

解析に用いる配電線モデルと解析条件を示す。 

6.2.1. モデル配電線 

ATPシミュレーションで用いる配電線モデルは，図 6-1に示すように，上側を
配電線 1，下側を配電線 2として，高圧配電線と共同接地線の亘長は配電線 1と
2ともに 5 km，配電線 1と 2の高圧線の連系開閉器は解放状態，配電線 1と 2
の共同接地線は接続状態とする。共同接地線からの大地への接地極は図 6-1 に
示すように P0から P10までの番号を付けている。高圧配電線 HVLと共同接地
線 CECの線種は絶縁電線 240 mm2，接地極の接地抵抗値 Rpは 20 Ωとした。高
圧配電線と共同接地線の線路定数は表 6-1 に示す。他配電線を模擬するための
対地静電容量は 2.0 μF/相とする。 

6.2.2. 解析条件 

Rgが 1000 Ω以上における共同接地線方式を用いた地絡点推定の検討は第 5章
で実施しており，CT1と CT2に流れる地絡電流のゼロクロスの時間差 Δtは電圧
ギャップに依存するが，地絡抵抗値には概ね依存しないことが分かっている (27)。
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また，著者が検討している共振周波数方式は Rgが 20 Ω以下の場合に適用できる
が(28)，共同接地線方式の適用できる Rgの下限値は明確になっていない。そこで，

共同接地線方式の Rgに対する下限値を明確にするために，電圧ギャップを 2.1kV
に固定し，Rgを 1 Ω，10Ω，20 Ω，30 Ω，40 Ω，50 Ω，100 Ω，200 Ω，300 Ω，
400 Ω，500 Ω，1000 Ωの条件で ATPシミュレーションを実施する。 

6.3. シミュレーション結果 

共同接地線方式における，Rgを変数とした時の ATP シミュレーション結果を
以下に示す。 

6.3.1. 地絡波形 

図 6-1の配電線モデルを用いて 6.2.2項の解析条件でATPを用いて地絡シミュ
レーションを実施する。電圧ギャップを 2.1 kVに固定し，地絡抵抗値 Rgが 5 Ω

 
 

図 6-1 モデル配電線 
Fig. 6-1. Distribution model. 

High voltage line : 5km

Common earthing conductor : 5km
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SS
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表 6-1 50 Hzにおける線路定数 
Table 6-1. Line constant at 50 Hz 

 

 R(Ω/km) L(mH/km) C(μF/km) 
HVL 0.173 2.34 0.009 
CEC 0.173 2.34 0.009 
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と 500 Ωの条件で ATPシミュレーションを行った結果を以下に示す。 
Rgが 5 Ωと地絡点距離 Dgが 3 kmの条件での高圧線の相電圧 Vu, Vv, Vwと配電

線立ち上がりの自動開閉器に流れる地絡電流 IgATSWを図 6-2に示す。図 6-2から
地絡相の電圧は低くなり，健全相 Vvは地絡相と比較して約√3倍となる。また，
IgATSWは振動成分を有する波形となる。これは，Rが小さい時の RLCの過渡現象
であり，参考文献(16)と(28)とも同等の結果となった。図 6-1のモデルにおいて，
地絡発生時の地絡相の電圧 VgとCT1に流れる地絡電流 ICT1とCT2に流れる地絡
電流 ICT2を図 6-3に示す。図 6-3から ICT1と ICT2のゼロクロス点の時間差 Δtを
明確に見出すことができない。 

Rgが 500 Ωと Dgが 3 kmの条件での地絡波形を図 6-4に示す。図 6-4から地
絡相の電圧は健全相 2 相と比較して小さくなる。配電線立ち上がりの ATSW を
流れる地絡電流は，電圧ギャップが 2.1 kVで地絡が発生し，正弦波に近い電流
波形となる。地絡発生時に図 6-4の地絡相の電圧VgとCT1に流れる地絡電流 ICT1

と CT2に流れる地絡電流 ICT2を図 6-5に示す。図 6-5に示す ICT1と ICT2から Δt
を求めることが出来る。地絡点の推定方法は，参考文献(27)に記載している。 

Rgが 1000 Ω，2000 Ω，3000 Ωの条件で実施した ATPシミュレーションでは，
Dgが長くなると Δtは短くなる負の相関となる(27)。Rgが 10 Ωから 1000 Ωの範囲
における Dgと Δt との関係を図 6-6 に示す。図 6-6 から，Rgが 40 Ω 以下では
Dgと Δtとの関係に負の相関はない。図 6-3から，振動成分を有する地絡電流が

 

 
図 6-2 Rg=5 Ωにおける地絡電流波形 

Fig .6-2. Voltage and current wave forms in Ground fault at Rg=5 Ω 
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継続しているため Δt を算出できない。この結果は，Rgが 40 Ω以下では共同接
地線方式を適用できないことを示している。 

 

 
図 6-3 Rg=5 Ωにおける ICT1と ICT2 
Fig. 6-3. ICT1 and ICT2 at Rg=5 Ω. 

 
 

 

図 6-4 Rg=500 Ωにおける地絡波形 
 Fig .6-4. Voltage and current wave forms in Ground fault at Rg=500 Ω. 
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 図 6-5 Rg=500 Ωにおける ICT1と ICT2 

Fig. 6-5. ICT1 and ICT2 at Rg=500 Ω. 
 

 

図 6-6 Δtの Rg依存性 
Fig. 6-6. Estimated results Δt dependcence on Rg. 
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一方，図 6-6から，Rgが 50 Ω以上では Dgと Δtの関係は負の相関となるため，
共同接地線方式による地絡点推定が可能となる。この結果は，Rgが 50Ω以上で
共同接地線方式が適用できることを示している。Rgが 500 Ωと 1000 Ωにおいて
は，地絡抵抗値によらず Δtはほぼ一致する。しかし，Rgが 50 Ωから 500 Ω未
満においては，Δt は Rgが大きくなると短くなる傾向にあり，Δt は Rgに依存す

るため Rgを推定する必要がある。 

6.3.2. Rgが 50 Ω から 500 Ω 未満における Rgの算出方法 

Rgが 50 Ωから 500 Ω未満における地絡抵抗値 Rgの推定方法を以下に示す。

Rgをパラメータとして，Dgを 3 km，Rgを 100 Ω，200 Ω，300 Ω，400 Ωとした
時の高圧線地絡相に流れる地絡電流 IgATSWを図 6-7 に示す。図 6-7 から，Rgが

100 Ωと 200 Ωについては，地絡を起因とする RLCの過渡現象における減衰項
の影響から IgATSWの波高値を見出すことはできない。一方，Rgが 200 Ωと 400 Ω
においては，IgATSWの波高値を見出すことができる。Rgが 50 Ωから 500 Ω未満
の全ての範囲において，IgATSWの波高値から Rgは推定できない。そこで，図 6-7
に示す IgATSWの継続時間 twに注目すると，twは Rgが大きくなると長くなる傾向

にある。twから Rgを推定する方法を検討する。 
図 6-8に一例として Dgを 3 kmとした時の地絡電流と電圧波形を示す。図 6-8
から IgATSWは電圧ギャップが設定値 2.1 kV を超えると発生し，ゼロクロス点で
消滅する。twは地絡相の電圧が電圧ギャップに達した時間に始まり，IgATSWがゼ

ロとなる時間まで継続する。電圧ギャップが 1，2.1，3 kVにおいて Rgをパラメ

ータとして twを求め，それぞれの電圧ギャップに対する Rgと twの関係を図 6-9
に示す。図 6-9 から，twは電圧ギャップが大きくなると長くなり，Rgが大きく

なると長くなる。この結果は，電圧ギャップと twを把握できれば Rgを推定でき

ることを示している。電圧ギャップの大きさは図 5-3の tduから算出できる。 
twが Rgに依存する要因を検討する。図 6-4 から IgATSW が非振動的波形となる

(Rg 2-4Ldg/CB)>0 の条件(42)では，IgATSWは RLC の過渡現象における非振動的な地
絡電流と静電容量を起因とした 50Hz成分の地絡電流の和となり，これらの関係
から twの Rg依存性を検討する。(Rg 2-4Ldg/CB)>0の条件において，RLCの過渡現
象から IgATSW の過渡領域における非振動的波形と 50Hz 成分の地絡電流の和は
(6-1)式となる(42)。 
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図 6-7 Dg=3kmにおける IgATSWの Rg依存性 
Fig. 6-7.  IgATSW dependence on Rg at Dg=3km. 

 

 

図 6-8  Dg=3kmと Rg =200 Ωにおける地絡発生時の電圧・電流波形 
Fig. 6-8. Current and voltage waveform of ground fault state at Dg=3km and  

Rg =200 Ω 
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ここで，Egはギャップ電圧，ωは 2πf，fは 50Hz，Ldgは ATSWから地絡点を
含むインダクタンス，CBはバンク静電容量，Rnは中性点接地抵抗値 10kΩとな
り，sin(θ-φ)は定数として扱う。(6-1)式に表 6-2の条件を代入して IgATSW を算出

した結果を図 6-10に示す。図 6-10から，Rgが大きくなると twは長くなり IgATSW

の波高値は小さくなる。図 6-10の結果は，ATPシミュレーションから求めた図 
6-7に示す IgATSWの波高値と twの Rg依存性と同様の傾向となる。この結果は tw

と Rgの関係が(6-1)式を用いて説明できることを示している。 
Rgの算出が必要となるのは，Rgが 50 Ω以上から 500 Ω未満であり，電圧ギャ

ップに対する Rgと twの関係を事前に求めておく必要がある。また，IgATSWの大

きさは図 3-2からバンク静電容量から求められるリアクタンスと Rgの和から算

出できるため，Rgが 500 Ω以上であることは(6-6)式から IgATSWの大きさから判断

できる。 
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図 6-9 電圧ギャップ 1, 2.1, 3 kVにおける Rgの tw依存性 
Fig. 6-9. tw dependence on Rg at Vgap=1, 2.1, 3 kV. 

 
表 6-2 地絡抵抗に対する IgATSWを算出するためのパラメータ 

Table 6-2. Line constant at 50 Hz 
 

Rn(Ω) CB(μF) Eg(V) Llg(mH) 
10,000 6 2100 6 

 

 
図 6-10 IgATSWの Rg依存性 

Fig. 6-10.  IgATSW dependence of Rg. 
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6.4. 地絡抵抗値に対する適用範囲 

著者が実施した検討条件の結果では，共振周波数方式は地絡抵抗値 Rgが 20 Ω
以下，共同接地線方式では Rgが 50 Ω以上で地絡点推定に適用できる。これを図
に示すと図 6-11となる。図 6-11から，Rgが 20 Ωを超過し 50 Ω未満で適用で
きる地絡点推定方式の検討が必要となる。 

6.5. 結言 

 共同接地線方式にて隣接する 2 つの配電線立ち上がりの共同接地線に設置し
た電流測定器に流れる地絡電流のゼロクロス点の時間差と地絡点距離との相関

関係から地絡点推定を行えるかを検討した結果，共同接地線方式を適用できる

地絡抵抗値の下限値は 50 Ωであることが分かった。 
共同接地線方式の地絡抵抗値に対する特徴は次のようになる。地絡抵抗値が

50 Ωから 400 Ωの範囲では地絡点距離に対して隣接する 2つの配電線の立ち上
がりの共同接地線に設置した電流測定器に流れる地絡電流のゼロクロス点の時

間差は地絡抵抗値が大きくなると短くなるため，地絡抵抗値が 50 Ωから 400 Ω
の範囲においては地絡抵抗値を把握する必要がある。この範囲における地絡抵

抗値は，地絡電流の継続時間により推定できることを示した。一方で，地絡抵

抗値が 500 Ω 以上においては，地絡抵抗値に関わらず地絡点距離と隣接する 2
つの配電線の立ち上がりの共同接地線に設置した電流測定器に流れる地絡電流

のゼロクロス点の時間差は一致する。 
 今後，実系統に近い設備を用いて試験を行い，地絡電流波形に高周波成分を

有する振動波形が含まれる場合（地絡抵抗値が 20 Ω以下）は共振周波数方式，
地絡電流波形に三角波もしくは正弦波を有する場合（地絡抵抗値が 50 Ω以上）
は共同接地線方式を適用できるかの検証を行う必要がある。 

  

 

図 6-11 地絡抵抗値による地絡点推定手法の適用方式 
Fig. 6-11. Application method to ground fault resistance. 

0Ω 20Ω 50Ω~
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第7章. 結論 

7.1.  本研究の総括 

配電線に地絡が発生すると送電が停止され，送電を再開するためには地絡点

の特定とその除去が必要となる。配電線に地絡が発生した際，時限式事故捜査

器により地絡点は特定区間に絞られるが，地絡点の特定には電柱上での作業が

伴い時間を要する状況となっている。 
この課題を解決するために，著者が提案する配電線における幅広い地絡抵抗

値の範囲に適用できる地絡点に至る分岐点の推定手法を適用することで，図 7-1
に示す地絡点に至る分岐点を特定する過程を省略できる。著者の経験によると

地絡点推定に要する時間を15分程度短縮できると期待される。 
本論文での研究内容のまとめを以下に示す。地絡点を特定するために様々な

方式が検討されており，日本国内においては配電線に設置され始めたセンサ開

閉器から取得した電圧・電流波形を用いて地絡点推定を行う研究が行われてい

る。センサ開閉器を活用して地絡点を推定する手法として，地絡サージ電流到

達時間差方式や共振周波数方式などが提案されているが，コストや精度の観点

から全面的な実用に至っていない。著者は，地絡点推定手法の中で設置コスト

の観点から共振周波数方式に注目し，共振周波数方式を実現場で適用するため

の基礎検討を本論文にて行った。また，共振周波数方式は地絡抵抗値が20Ω以下
の範囲での適用となるため，高抵抗での地絡点探査手法として共同接地線方式

を提案し，広範囲にわたる地絡抵抗値において地絡点推定が可能であるかの検

討を行った。 
第1章にて，配電線で発生する事故の代表例として地絡と短絡の概要と発生状

 
 

図 7-1 地絡点推定手順 
Fig. 7-1 Estimation procedure of ground fault location. 
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況を記載した。実現場で得られた事例から配電線事故点の特定に現場到着後30
～45分要している現状を示し，更なる時間短縮の必要性を提起した。また，こ
れまでに検討されてきた地絡点探査手法を取りまとめ，コストの観点から共振

周波数方式を選定したことを記載した。 
第2章にて，電力の供給方法，配電系統の接地方式と配電線における電線や機
器の装柱状態を示した。また，11.4kVと22kVの実規模配電線路における開閉サ
ージや地絡サージの過渡性過電圧の測定と，開閉サージや地絡サージの中性点

接地抵抗値や線路長を変数とした電力系統の過渡現象の解析に一般的に

Alternative Transients Program（以下，ATP）シミュレーションが用いられている
ことを示し，実験から得られた地絡波形とATPシミュレーションから得られた地
絡波形の類似性から地絡点推定の検討にATPシミュレーションが適用可能であ
ることを示した。 
地絡点推定を行うにあたり基本検討として，配電線に地絡が発生した時の地

絡電流の経路を明確にするためにATPシミュレーションを実施した。地絡点の帰
路となる共同接地線が施設されている場合，配電線の地絡電流は高圧線地絡相

から地絡点を介し，共同接地線を流れ共同接地線と接続されている電柱の接地

極に分流することを示した。 
第3章にて共振周波数方式を配電線の地絡点推定に用いるために解決しなけ
ればならない3つの課題と解決策を示した。 

1つ目の課題は，配電線に地絡が発生した際，地絡電流は共同接地線を介して
電柱の接地極に分流するため地絡電流の経路が複雑となり，共振周波数方式で

得られるインダクタンスの算出根拠を明確にする必要がある。ATPシミュレーシ
ョンで検討した結果，高圧線地絡相と共同接地線の相互インダクタンスを考慮

した高圧線地絡相と共同接地線の作用インダクタンスの和が共振周波数方式か

ら求められるインダクタンスとなり，その値は高圧線自己インダクタンスの約

0.8倍となることを示した。また，高圧配電線の健全相が地絡相のインダクタン
スに与える影響は5%程度であること示した。 

2つ目の課題は，配電線には複数の分岐点が存在し，共振周波数方式から得ら
れるインダクタンスは分岐点の数に応じて配電線立ち上がりから地絡点までの

直線距離を推定することとなり，地絡点を特定できないことにある。 
3つ目の課題は，地絡点がインダクタンスや静電容量の様相を含む場合，共振
周波数方式から得られるインダクタンスが地絡点の様相の影響を受け，地絡点

距離を正確に特定できないことにある。 
2つ目と3つ目の課題に対して，配電線の立ち上がりと末端にセンサ開閉器を
設置し，それぞれから求めたインダクタンスを著者が提案する推定式に代入す

ることで，地絡点の様相に依存しないでセンサ開閉器を幹線とする地絡点に至
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る分岐点を推定できる手法を提案することにより解決した。 
著者が提案した手法をATPシミュレーションで評価した結果，バンク静電容量

0.5μF/相，地絡抵抗値と直列につながる地絡点のインダクタンスが0～2.0mHの条
件のもと，地絡点のインダクタンスが1 mHで地絡抵抗値が20Ωの場合には推定
誤差10%程度で分岐点を特定できることを示した。また，同様の条件で地絡抵抗
30Ωの場合には推定誤差約20%，地絡抵抗値40Ωの場合には推定誤差約50%とな
ることがわかった。地絡抵抗値が大きくなると地絡点に至る分岐点の推定精度

が低下する要因については，地絡抵抗値が大きくなると地絡サージ電流が指数

関数の減衰の影響を受け，過渡領域の極大値が表れなくなり，配電線の立ち上

がりに設置するセンサ開閉器から地絡点に流れる地絡サージ電流のFFTから求
める共振周波数が低周波側にシフトし共振周波数の算出精度が低下するためで

あることを確認した。 
第4章にて，地絡点推定手法の評価を簡易に行うために，抵抗素子，インダク
タンス素子，コンデンサ素子を用いて配電線模擬装置を開発した。 
模擬装置に接続する静電容量を変化させ地絡時の電圧・電流波形を観測し，

地絡電圧・電流の波形の類似性を文献と比較することにより，開発した模擬装

置の妥当性を評価した。その結果，理論や文献における傾向と概ね同等の結果

を示していることを確認し，実配電系統を模擬できている模擬装置を開発でき

たことを確認した。 
地絡点標定手法の評価として，地絡相の電圧特性から地絡点位置を標定する

インピーダンス方式について検討を行い，理論における傾向と概ね一致するこ

とを確認した。共振周波数方式においては，地絡点にインダクタンスがない場

合，配電線立ち上がりと末端に設置したセンサ開閉器設置個所から地絡点まで

のインダクタンスの設定値と，実験により求めた地絡サージ電流の共振周波数

と静電容量から算出したインダクタンスに乖離が生じる結果となった。この原

因が模擬装置に用いたシールド付のインダクタンスにあると推定し，この乖離

を補正するための補正式を用いることで，地絡点距離に対する推定精度が

0.05km未満となった。このことから模擬装置を用いて地絡点推定手法の評価を
行うことの妥当性を示した。 
模擬装置を用いて地絡点にインダクタンスがある場合，配電線の立ち上がり

と末端からの地絡サージ電流の共振周波数と静電容量からインダクタンスを求

め，著者が提案する地絡点のインダクタンスの大きさに依存せずに地絡点を推

定できる推定式を用いて，地絡点に至る分岐点を誤差0.12km程度で推定できた。
模擬装置を用いて地絡点推定の評価を行うことと，著者が提案する地絡点にお

ける分岐点の推定手法の妥当性を示した。 
第5章にて，地絡抵抗値が高抵抗の場合における，共同接地線を用いた地絡点
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推定手法の提案とシミュレーションによる検証を行った。共同接地線方式は，

地絡抵抗値が高抵抗の時，隣接する2つの配電線の共同接地線の立ち上がりに設
置した電流測定器に流れる地絡電流のゼロクロス点の時間差から地絡点を推定

する手法である。地絡抵抗値を1kΩ，2kΩ，3kΩの条件で電圧ギャップと地絡点
距離をパラメータとして，ATPシミュレーションを実施した。ゼロクロス点の時
間差は地絡抵抗値の大きさには依存せずに，地絡配電線の立ち上がりから地絡

点までの距離が長くなるとともに直線的に減少する傾向にあり，この傾向を利

用して地絡点の推定が可能であることを示した。また，ゼロクロス点の時間差

は地絡点の電圧ギャップの大きさに依存することも示した。2つの配電線の共同
接地線の立ち上がりの接地極に流れる地絡電流のゼロクロス点の時間差は，地

絡点からそれぞれの電流測定器までの合成リアクタンスの差により生じること

をATPシミュレーション結果と理論計算の比較から示した。 
本方式を実配電線に適用する場合，隣接する2つの配電線の共同接地線の末端

のみを接続する系統構成とする必要がある。地絡点が分岐点より負荷側にある

場合は分岐線上の地絡点の特定はできず，地絡配電線と隣接する配電線との連

系開閉器を幹線とする，地絡点に至る分岐点の推定となる。また，本方式は2つ
の隣接する配電線の共同接地線の立ち上がりに時間同期可能な電流測定器を設

置すれば測定系を構築でき，簡易な方式となる。 
第 6 章にて，共同接地線方式の地絡抵抗値に対する適用下限値をシミュレー

ションにより検証した。地絡点距離とゼロクロス点の時間差の間に負の相関関

係が成り立つことが共同接地線方式を適用できる条件とし，この結果から共同

接地線方式は地絡抵抗値が 50Ω 以上で適用可能なことが分かった。地絡抵抗値
に対し，共振周波数方式（地絡抵抗値 20Ω 以下）と共同接地線方式（地絡抵抗
値 50Ω以上）の適用区分を示すことが出来た。 

7.2.  今後の研究課題 

今後の課題として，実設備に近い条件で著者が提案している地絡点に至る分

岐点を推定する手法の検証を行う必要がある。同一太さの高圧配電線と共同接

地線での検証を行っているが，異なる太さや線種（主にケーブル）の電線が接

続された場合において著者が提案した 2 つのセンサ開閉器を幹線とする分岐点
を推定する手法の検証が必要となる。また，高圧で電力供給を受ける需要家に

おいて，使用機器により力率を低下させる場合があり，これを回避するために

力率改善用コンデンサが設置されており，この力率改善用コンデンサが共振周

波数方式から得られるインダクタンスに与える影響評価を行う必要がある。 
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付録１ 

配電線に地絡が発生した時の等価回路は付図 1-1になることから，地絡点距離
に対応した共振周波数を交流電流源として設置し，共同接地線の合成インダク

タンスを算出する。 
一例として，高圧配電線 240 mm2と共同接地線 32 mm2，地絡抵抗値 1 Ω，ITSW
から 1 kmの箇所に地絡を発生させたときと同じ周波数成分の電流源を用いて，
地絡点の対地電圧 VLN，地絡点に流れる電流値 ILN，対地電圧と地絡点に流れる

電流の積の平均値 PaLNを付図 1-2に示す。ILNは VLNに対して位相が遅れており，

インダクタンス成分が関係していることがわかる。共同接地線の合成インダク

タンスの算出方法は以下となる。 
はじめに，（付 1-1）式より，ILNと VLNとの積から電力の平均値 PaLNを求める。

PaLNは ILNと VLNの最大値 ILN-maxと VLN-maxの積に力率 cosθgoを掛けた値を 2で除
した値と等しくなる。ATPシミュレーション結果から ILN-maxと VLN-maxを求め，（付

1-1）式から cosθgoを求める。（付 1-2）式からインピーダンス ZLを求め，ZLを（付

1-3）式に代入して合成インダクタンス LCを求める。 

2/cosmaxmax
0

goLNLN

T
LNLN

aLN IVdt
T

IV
P 


  ........................ (付 1-1) 

maxmax /  LNLNL IVZ  ............................................................................  (付 1-2) 

 /cos1/sin 2
goLgoLC ZZL   .....................................  (付 1-3) 
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付図 1-1  LCを概算するための配電線モデル 
app. Fig. 1-1. Distribution model for estimated LC. 

 

付図 1-2 共同接地線 32 mm2, Dg=1 kmと Rg=1 Ωと同条件における PLN, 
VLN と ILNのシミュレーション結果 

app. Fig. 1-2. PLN, VLN and ILN at same condition of CEC32 mm2, Dg=1 km and 
Rg=1 Ω. 
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付図 2-1 地絡発生時の共同接地線の等価回路 
App.Fig. 2-1. Equivalent circuit at the time of ground fault occurrence. 

 

 

 

付図 2-2  ACS P2.における Vp，Iと PW 
AppFig. 2-2. V I, and Pw at ACS P2. 

L1

I1

L2 L3 L4 L5 L6

I2 I3 I4 I5 I6 I7R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

Vp
P1 P2 P3 P4 P5 P6 P7

付録２ 

はしご型回路における地絡点から地絡配電線の立ち上がりの接地極までの合

成インダクタンス LC と立ち上がりの接地抵抗 R の算出方法の妥当性を検証す
る。 
付図 2-1に示すインダクタンス Lと Rで構成されるはしご型回路に交流電源を
印加した際，P1から P7の各地点における Rと交流電源から各地点までの LCを直

接計算から求めることは困難である。このため，ATP シミュレーションを用い
て，P1から P7までの各地点における Rに流れる電流と交流電流源の対地に対す
る電圧上昇 Vpから Rと LCを算出する方法を示す。 
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付表 2-1  ACS P2における Pw, Imax と V2maxから求めた R と LCの計算結果 

App.Table 1 Calculated results R and L from Pw, Imax and V2max at ACS P2 . 

 

 

 
付図 2-3  ACS P2, P3 and P4における Δt1~Δt7 と Δtcal1~Δtcal7の算出結果 

App.Fig.2- 3 Calculation results of Δt1~Δt7 andΔtcal1~Δtcal7 at ACS P2, P3 and P4. 

ACS P1 P2 P3 P4 P5 P6 P7

P (W) 4581 4586 4369 4172 4011 3897 3839
V pmax (A) 303 303 303 303 303 303 303
I max (A) 15 15 15 14 14 14 14
cosθ 1.00 1.00 0.99 0.96 0.94 0.91 0.90
sinθ 0.03 0.00 0.14 0.26 0.35 0.41 0.44
Z (Ω） 20.01 20.00 20.77 21.21 21.41 21.47 21.48
R (Ω) 20.00 20.00 20.56 20.46 20.04 19.59 19.31
X C (Ω） 0.561 0.000 2.984 5.571 7.521 8.788 9.403
L C (Ω） 0.002 0.000 0.009 0.018 0.024 0.028 0.030

第 5章の(5-8)式と(5-9)式を用いて，P1から P7のおける各地点の Rと LCを求め，

(5-5)式と(5-6)式に代入し，交流電流源の位相を基準として P1から P7におけるゼ

ロクロス点の時間差 Δtcal1から Δtcal7を算出する。ATPシミュレーションから得ら
れる交流電流源の位相を基準とし，各地点のゼロクロス点から時間差 Δt1から Δt7
を求め，Δtcal1から Δtcal7の値と比較する。Δt1から Δt7と，Δtcal1から Δtcal7を比較

した結果をもとに，(5-5)式と(5-7)式から求めるゼロクロス点の算出方法の妥当
性を評価する。 

ATPシミュレーションモデルは付図 2-1に示す交流電流源を設置し Rと Lのは
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しご型回路とし，P1から P7の地点に R1から R7を電柱の接地極を模擬し大地に

接地するように配置し，Lは各地点間に L1から L6と配置する。ここで ATPシミ
ュレーションを簡易にするために，交流電流源は波高値 100 A，Rは 20 Ω，Lは
2 mHと集中定数として設定する。ATPシミュレーション時間は 0から 0.1sの範
囲で，1×10-5s毎に計算を行った。 
一例として，交流電流源の位置（ACS）を P2に設置した時の P1，P2，P7に流

れる電流 I1，I2，I7，P2の対地に対する電圧 Vp，P1から P7の電力 Pw1，Pw7を

App.Fig. 2-2に示す。P1における R1と L1を算出する。Pw1の平均値は(5-8)式に示
すように I1と V2の積分の時間平均（0 から 0.1ｓ）から求め，I1の最大値 I1max

と V2の最大値 V2pmaxは 0から 0.1秒の間で求めた。ACSが P2における Pw，Vpmax，

Imaxから力率 cosθ を求め，cosθ から sinθ を求める。さらに，(5-9)式からインダ
クタンス Z求め，Zと cosθの積から R，Zと sinθの積から求めた LCを付表 2-1
に示す。 
同様に交流電流源を P3と P4に設置した時にも Pw，Vmax，Imax，力率 cosθ，力
率から求めた sinθ，インダクタンス Z，R，LCをそれぞれ求めた。交流電流源を

P2，P3，P4とした時に(5-7)式から求めた Δtcal1から Δtcal7と，ATPシミュレーショ
ンにより求めた Δt1から Δt7を付図 2-3に示す。ここで，付図 2-3の丸の塗りつぶ
しは Δt1から Δt7，塗りつぶしのない丸は Δtcal1から Δtcal7を表している。 
付図 3から，Δtcal1から Δtcal7と Δt1から Δt7とは概ね一致することから，各地点
の Rと交流電流源から各地点までの LCを起因として発生するゼロクロス点の時

間差を(5-7)式を用いて求めることの妥当性は確認された。 
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1996年秋 日本物理学会（山口大学） 

 

「高温超電導体 La2-xSrxCuO4単結晶の超伝導状態における磁化特性の研究」 

筑波大学修士論文 

 

「Relation Between Second Peak and Magnetic Relaxation in LaBa2Cu3O7 

Single Crystal」， 
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